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はじめに 

 

本報告書は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第 

１６２号）」第２６条第１項の規定に基づき、毎年、教育委員会の取組について点

検・評価を行い、その結果を公表することで、効果的な教育行政の推進に役立て

るとともに、市民への説明責任を果たすことを目的として作成するものです。 

令和７年度は、８月に「第２次鹿沼市教育ビジョン」に掲げた諸事業について、

学識経験者等３名による評価委員会を開催し、点検・評価を行いました。 

　評価委員会からのご意見やご提言等を踏まえ、より良い鹿沼市の教育の実現に

向けて、「第２次鹿沼市教育ビジョン」に位置付けた各種施策及び掲載事業等の着

実な推進に取り組んでまいります。 

　　 

令和７年１０月 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鹿沼市教育委員会　　 

 

 

 

 

 

 

 

　 

 

　 

 

 【参考】「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」（抜粋） 

第２６条（一部省略） 

　　教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評

価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しな

ければならない。 

２　教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する

者の知見の活用を図るものとする。
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Ⅰ 　 教 育 委 員 会 活 動  

 

　 １ 　 教 育 委 員 会 の 所 在 地  

 

　２ 　 組 織 体 制 （Ｒ７.３.３１現在） 

 

 

事務職員　　６９人　　技術職員　　　　　　　６人　　技能労務職員　１２人 

再任用職員　　３人　　会計年度任用職員　１８２人　　その他の職員　　５人 

合　　計　　　２７７人 

　　　　　　

事 

　
務 

　
局

（17 人）学校教育係、指導係学 校 教 育 課  

（ 12 人）生涯学習係、青少年係、  
自然体験交流センター  

生 涯 学 習 課

※（90 人）…（正規の職員数）  

総合教育研究所  （ 2 人）（教育相談室、アメニティホーム含む） 

（ - 人）（図書館粟野館に併設、職員兼務）  粟野歴史民俗資料館 

教

　
育

　
機

　
関

（ 5 人）給食係、粟野地区共同調理場  学校給食共同調理場 

（10 人）管理係、奉仕係、東分館、粟野館図　書　館  

（ 3 人）  川上澄生美術館  

（ 6 人）小学校 24 校、中学校 10 校  小中学校 34 校

教

　
育

　
次

　
長 

教 

　 

育 
 

　
委

　 
 

員 
 

　
会

教 
 

　
育 

　 

長

（ 3 人）学校再編推進室

[ 組織図 ]

地区公民館 14 館 （ - 人）（ 全 館 と も 地 区 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ー に 併 設 、 職 員 兼 務 ）  

スポーツ振興課  （ 8 人）スポーツ振興係、スポーツ施設係  

（ 7 人）文化振興係、文化財係文　　化　　課

（ 1 人） 

（16 人）総務政策係、学校施設係教 育 総 務 課  

 
所　在　地 電　話　番　号 庁    舎

 
（〒 322－8601 ）  

鹿沼市今宮町1688番地1

(TEL)　  0289-63-2234 

(FAX) 　 0289-63-2118
市民情報センター4階
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　 ３ 　 教 育 委 員 （Ｒ７.３.３１現在） 

 

　４　「第２次鹿沼市教育ビジョン」の教育目標 

　　　　　　　　　　　　　鹿沼市教育目標  

 

　 ５ 　 活 動 状 況  

　 　 (1 )  委 員 会 の 開 催  

　 　 　 ア 　 会 議  

 

　 　 　 イ 　 意 見 交 換 会  

　 　 　 　 　 教 育 委 員 の 資 質 向 上 と 教 育 委 員 会 の 活 性 化 を 図 る こ と を 　

目 的 に 、委 員 会 の 会 議 終 了 後 、近 年 の 教 育 を 取 り 巻 く 諸 問 題 等

に 係 る 各 委 員 か ら の 事 前 質 問 を テ ー マ と し た 意 見 交 換 会 を 計 　

２ 回 開 催 し た 。  

　 　 　 　 　 な お 、 意 見 交 換 会 で 取 上 げ た テ ー マ も ２ 件 で あ る 。  

　 　  

 職　　名 氏　　名 備　　考

 教 育 長 中　村　　　仁

 教育長職務代理者 倉　松　俊　弘

 委 員 平　野　美　恵

 委 員 宮　田　里　枝

 委 員 伊矢野　洋　一

 １　人間性豊かで、思いやりのある市民を育む  

２　教養を高め、多様な価値観を認め合う市民を育む  

３　郷土を知り、豊かな郷土づくりに励む市民を育む  

４　人間を尊び、平和な社会を築く市民を育む  

５　自然を愛し、環境を守る市民を育む

 
定例会・臨時会の別 開催回数

付議事件等の件数

 議　　案 報　　告

 定 例 会 １１回 　５１件 　２３件

 臨時会（持ち回り） １回 ２件 ０件

 （ 例 ） １ 月 の 意 見 交 換 会 で の 事 前 質 問  

・ 令 和 ６ 年 度 学 力 調 査 に つ い て
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( 2 )  研 修 会 等  

　 　 (3 )  そ の 他  

　 　 　 　 学 校 訪 問 や 教 育 委 員 会 関 係 各 種 行 事 へ の 出 席  

 

Ⅱ 　 点 検 ･評 価  

 

１ 　 点 検 ･評 価 の 対 象  

　 　 　 点 検 ･評 価 の 対 象 は 、「 第 ２ 次 鹿 沼 市 教 育 ビ ジ ョ ン 」に 基 づ き 実 施

し た 事 務 事 業 と し 、 基 本 施 策 ご と に 点 検 ･評 価 を 行 う こ と と し た 。  

　 　 　 な お 、 今 回 の 対 象 で あ る 令 和 ６ 年 度 は 、「 第 ２ 次 鹿 沼 市 教 育 ビ ジ

ョ ン 」 の ３ 年 目 （ 中 間 年 ） に あ た る 年 度 で あ る 。  

　 ２ 　 点 検 ･評 価 の 方 法  

　 　 　 学 識 経 験 者 等 の 知 見 の 活 用 を 図 り 、 併 せ て 評 価 の 客 観 性 を 確 保 　

す る た め 、鹿 沼 市 教 育 委 員 会 評 価 委 員 会 を 設 置 し 、点 検 評 価 シ ー ト 、

参 考 資 料 、 担 当 課 ヒ ア リ ン グ 等 に よ り 評 価 委 員 か ら ご 意 見 を い た 　

だ い た 。  

　 ３ 　 評 価 委 員  

　 　 　 本 市 教 育 委 員 会 が 委 嘱 し た 委 員 は 、 次 の と お り 。  

 研 　 修 　 会 　 等 期 　 　 日 場 　 所

 第 １ 回 鹿 沼 市 ・ 日 光 市  

教 育 委 員 会 連 合 会 総 会
令 和 ６ 年 ５ 月 １ ７ 日 鹿 沼 市

 第 １ 回 栃 木 県 市 町 村  

教 育 委 員 会 連 合 会 総 会
令 和 ６ 年 ５ 月 ２ ７ 日 宇 都 宮 市

 関 東 甲 信 越 静 市 町 村 教 育 委 員 会

連合会総会
令 和 ６ 年 ５ 月 ３ １ 日 茨 城 県 古 河 市

 第 ２ 回 鹿 沼 市 ・ 日 光 市  

教 育 委 員 会 連 合 会 総 会
令 和 ６ 年 １ ０ 月 ３ 日 日 光 市

 鹿 沼 市・日 光 市 教 育 委 員 会 連

合 会 学 校 等 教 育 視 察 訪 問
令 和 ６ 年 ７ 月 ２ 日 日 光 市

 第 ２ 回 栃 木 県 市 町 村  

教 育 委 員 会 連 合 会 総 会
令 和 ６ 年 １ １ 月 ２ ０ 日 宇 都 宮 市

 氏 　 名 （敬称略） 経 　 歴 　 等

 
瓦 　 井 　 千 　 尋 元  宇 都 宮 大 学 　 教 授

 
山 　 本 　 和 　 子 鹿 沼 市 社 会 教 育 委 員 長

 
石 　 川 　 広 　 己 上 都 賀 地 区 退 職 校 長 会 理 事
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Ⅲ　評価結果 

〔はじめに〕 

　８月の猛暑の中、１日、８日、22 日の３日間にわたり、「鹿沼市教育委員会評価委員会」を開催しま

した。今回の点検・評価は、「第２次鹿沼市教育ビジョン」（以下、「本ビジョン」とする。）の３年次目に

当たる令和６年度に実施した 51 全ての主要施策を対象としました。 

　点検・評価に当たっては、例年通り、「本ビジョン」の基本理念である『学びから　未来を拓く　ひと

づくり』の趣旨を踏まえ、担当部署の自己評価と当日のヒアリングをもとに、３観点（①実行性・効率

性＝計画通りに効率よく実施できたか、②妥当性・必然性＝なぜ、何のために行ったのか、③達成度

＝目標に対する達成度はどうか。）に沿って実施しました。 

〔総　評〕 

　今回の点検・評価の最終評価と評価委員の意見等については、本報告書の「令和７年度評価委員会

による評価結果一覧」及び「各点検評価シート」を御覧いただきたく存じます。　ここでは、今回の点

検・評価の最終日に、「全体講評」としてお伝えした内容を４点に絞ってお示しすることで、評価結果

としての「講評」に代えさせていただきます。 

　第１点目は、今回のヒヤリングを通して、各課・所・館の皆様の施策事業に対する並々ならぬ思いや

熱意、誠実さや使命感が伝わって参りました。それぞれの施策の目標達成に向け、担当部署が一丸と

なって鋭意取り組んでいる姿勢に改めて敬意を表します。引き続き、御盡力をお願い申し上げます。 

　第２点目は、対象年度が「本ビジョン」の中間年に当たることから、基本施策ごとに計画期間前半の

取組状況を振り返っていただくと共に、後半における施策推進のポイントなどを伺いました。現在の

立ち位置（施策の進捗状況）を俯瞰し、今後の進むべき方向性を見極めて邁進しようとする気構えを

感じました。 

　第３点目は、評価委員会としての「評価に対する考え方」です。「成果指標」が目標の達成度を測る

指標であることを承知した上で、今回は、目標を達成するために行った様々な取組やプロセスなど、

数値化されにくい要素や背景、意欲面等の「活動指標」にも視点を注ぎました。そうすることで、施策

本来の姿をより多くの面から捉えるように努めました。 

　第４点目は、重点取組となっている 16 の主要施策についてです。なぜ、これらの施策が重点取組

となったのか、「本ビジョン」策定時の原点に立ち返って再確認するとともに、重点取組に対する市民

の認知度はどのようであるか、また、重点取組の名にふさわしい活動が十分に展開されているのか、

といったことなどを的確に把握し、これからの重点取組の充実・改善につなげていただきたいと願っ

ています。 

〔今後に向けて〕 

　冒頭でも述べましたように、今年度の点検・評価は、「本ビジョン」の計画期間（令和４年度～８年

度）の中間年に実施した主要施策を対象としており、各種施策の今後の方向性を展望する上で重要

な位置づけとなりました。 

　各担当部署におかれては、これまでの実績と評価を踏まえ、計画期間の残り２年間（実質 1.5 年

間）で、どのようにゴールをめざしていくのか、具体的な道筋を明確な形で示し、最終的には、チーム

市教委としての総力を挙げた取組に進展することを期待しております。 

　結びに、「本ビジョン」の基本理念である『学びから 未来を拓く ひとづくり』の実現に向け、鹿沼市

民の皆様の深い御理解と御協力の下、鹿沼市教育委員会の実効性ある各種の取組みが『鹿沼市民

の幸せ（ウェルビーイング）につながる』ことを期待しております。 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和 7 年 9 月 

鹿沼市教育委員会評価委員会 

委 員 長　　瓦　井　千　尋



基本目標 基本施策 重点
掲載

ページ

① 教員の指導力向上 ○ 7 B

② 英語教育の拡充・強化 ○ 8 B

③ 学習意欲向上への取組 ○ 9 B

④ ICTを活用した学びの推進 9 B

⑤ 幼小連携の推進 10 A

① 道徳教育の充実 ○ 11 A

② 自己指導能力を育む児童・生徒指導の充実 12 A

①「未来を拓く学校教育の推進」 ③ 人権教育の推進 12 A

　（学校教育） ④ 学校図書館の利用促進 13 B

① 児童生徒の体力向上の推進 ○ 14 B

② 学校保健・安全教育の充実 15 A

③ 学校における食育の推進 15 A

① 教育研究事業の推進 17 A

② 多文化共生に向けた教育の推進 18 A

① 特別支援教育の充実 19 A

② 教育相談の充実 ○ 20 A

③ キャリア教育の充実 21 A

① 小中学校の整備 23 A

② 小中学校の長寿命化整備 ○ 24 B

③ 学校防犯設備等の整備 25 A

④ 小中学校の適正配置 ○ 25 A

②「次代につなぐ教育環境の充実」 ⑤ スクールバスの運行 26 A

　（教育環境） ① 小中学校児童生徒への就学支援 28 A

② より良い教育環境の整備 29 A

③ 教育のICT環境整備 ○ 30 A

④ 市奨学生の支援 31 A

⑤ 安全安心な学校給食の提供 ○ 32 A

① コミュニティ・スクールの導入推進 ○ 34 A

② 地域学校協働活動の推進 ○ 35 A

③ 家庭教育の支援 35 B

① 多種多様な学習機会の提供 37 A

② 青少年健全育成活動の推進 ○ 38 A

③ 自然生活体験学習の提供 39 A

④ 生涯学習施設の整備と長寿命化 39 A

① 青少年の主体的な社会参画の促進 41 A

② 地域人材ネットワークの活用促進 42 A

① 文化芸術活動の次世代への継承 43 A

　（生涯学習・青少年育成・文化振興） ② 文化の杜（市民文化センター）の活用促進 44 A

① 文化財指定の推進と保護 45 A

② 地域資源の調査と保存 46 A

③ 郷土愛を育む学習の推進 46 A

④ 伝統行事の継承 ○ 47 A

① まるごと博物館事業の推進 48 A

② 魅力ある川上澄生美術館の運営 49 A

① 子どもの読書活動の充実 ○ 50 A

② 読書普及事業の推進 51 A

③ 図書館資料と業務システムの充実 52 A

④ 快適で親しまれる図書館の整備・充実 53 A

① 市民のスポーツ参画人口の拡大 ○ 56 A

② いちご一会とちぎ国体、いちご一会とちぎ大会の開催 - -

　（スポーツ） ③ スポーツ交流の促進 57 A

④ スポーツ環境の整備と利活用の促進 58 B

Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。

Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

令和７年度　評価委員会による評価結果一覧
主要施策 最終評価

1 確かな学びを育む教育の充実 B

2 豊かな心を育む教育の充実 A

3 健やかな体を育む教育の充実 A

4 時代に即した教育課題への対応 A

5
一人一人を大切にし、可能性を
伸ばす教育の充実

A

6 教育施設の充実 A

7
学力向上を支える就学環境の充
実

A

8
地域ぐるみで学び育ち合う体制の
構築

A

9
主体的に学べる生涯学習環境の
推進

A

10 学びを活かす社会参画の推進 A

③「地域とともに高める学びと協働活動」

11
主体的な文化活動と特色ある文
化の形成

A

12
地域資源の継承と郷土学習の推
進

A

13 博物館等活動の推進 A

14 市民の読書環境の充実 A

④「スポーツでつくる健康都市の推進」

15
スポーツ参画人口の拡大と施設
の総合管理

A
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基本目標１　未来を拓く学校教育の推進

点検評価シート



基本目標：①「未来を拓く学校教育の推進」

最終評価

自己評価 委員会評価

1 B B

令和６年度実施事業　鹿沼市教育委員会点検評価シート

基本施策 １．確かな学びを育む教育の充実 B

＜点検・評価＞　評価委員の主な意見
・No.1 取組内容は充実しているが、各学校での体制に偏りがあるように思える。今後も継続的
に授業改善等を行うとともに、水平展開を図っていただきたい。
・No.2 中学校の先生における英語の実践が弱いと感じる。少しでも長く英語での授業を行って
いただくとともに、学習指導要領にもあるとおり、教師が英語を使っている姿を通して、英語での
コミュニケーション能力を高めていっていただきたい。
・No.3 非常勤講師の存在は学校現場において極めて大きな助けとなるため、積極的な配置を
お願いしたい。また、教員は毎授業の終わりなど、振り返りを充実させていただき、子どもたち
の学習に対する意欲を高めていただきたい。
・No.4 活用の二極化が実態としてある中で、活用の促進と学力低下の関係性にも課題がある。
端末の利用率だけにとらわれず、引き続き教員の意識の醸成を図っていただきたい。
・No.5 感染症対策の緩和を契機に、以前のような交流が戻りつつあるなど、幼児期からの連携
や交流を重要視した取組が良くなされている。

施策評価

教員の指導力向上 【重点取組】

〔　事業概要　〕

・児童生徒の新しい時代に必要とされる資質・能力の育成を目指し、教員
の専門性の向上と指導力の向上を図る。
・授業改善を視点とした研修会を実施し、教員の指導力の向上を図る。
・教職3年目以内の教員の研修の充実を図り、若手教員の育成に努める。

【予算額】教育研究所事業費（講師謝礼）　437千円

〔　目　標　〕

授業改善に関する取組状況の事項における児童生徒の肯定的回答の割
合
令和3年度　74.1％　（小学校）　→　令和8年度　80.0％　（小学校）
　　　　　　　　76.0％　（中学校）　→　　　　　　　　80.0％　（中学校）

〔　実施状況　〕

・モデル校を設け、児童生徒に新しい時代に必要とされる資質・能力を育
成できるよう、授業改善に取り組んだ。
・授業力向上事業研修会（かぬま教育研究の日）を実施し、モデル校の取
組の水平展開を図った。のべ536名参加
・教職2、3年目の教員を対象に個々の教員の実態に即した研修（1人に対
して年2回）を行った。2年目教職員8名、3年目教職員19名
・令和6年度の目標の指標とする項目における児童生徒の肯定的回答の
割合　
小学校78.5%　中学校78.1%

【決算額】教育研究所事業費（講師謝礼）　437千円
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自己評価 委員会評価

2 B B

〔　課題及び今後
の進め方　〕

各校において、研究主任や学習指導主任を中心とし、モデル校・推進校に
おける取組をもとに、校内研修で授業づくりについて協議したり、授業を振
り返ったりするなど、「主体的・対話的で深い学び」の視点から協働的に授
業改善を実践している様子がうかがえる。しかし、その取組が教科調査の
結果につながること、更には日常的に職員間で授業参観を通して授業実
践を検証したり、校内研修の充実や工夫を図ったり、授業改善を継続させ
たりしていくことに課題を感じている学校もある。今後も、主体的な授業づ
くりや授業改善等を継続的に実践できるように推進していく必要がある。

施策評価

英語教育の拡充・強化 【重点取組】

〔　事業概要　〕

・小中学校教員への英語教育研修の実施など、指導力向上に取り組む。
・コミュニケーション能力の向上を目指し、英語教育を強化していくため
に、小中学校教員と外国語指導助手（ALT・JTE)が協力して、より効果的
な授業を行う。
・各中学校との連携により、中学生の英検受験の環境整備を進める。
【予算】外国語指導助手報酬　　50,400千円
　　　　 外国語教育推進事業費　 4,786千円

〔　目　標　〕
英検3級程度以上の英語力を有する中学3年生の割合
　令和3年度（39.8％）　　→　　令和8年度（70.0％）

〔　実施状況　〕

・英検3級程度以上の学力を有する中学3年生の割合（R6）　41.8％
・15名の外国語指導助手（ALT・JTE)を配置し、小中学校の外国語教育の
充実を図った。
・イングリッシュキャンプを1回実施した。
・モデル校を設け、教員研修会を実施することで、授業力向上に取り組ん
だ。
・英検受験料の補助（要保護・準要保護家庭）　5名
【決算】外国語指導助手報酬　　 49,536千円
　 　　　外国語教育推進事業費　  3,894千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

英語でのコミュニケーションを図る資質・能力の育成のため、外国人指導
助手（ALT・JTE)の活用の幅を広げる。
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自己評価 委員会評価

3 B B

自己評価 委員会評価

4 B B

施策評価

学習意欲向上への取組 【重点取組】

〔　事業概要　〕

・児童生徒の学ぶ意欲を高め学習習慣の定着を目指す。
・その手立ての一つとして、小中学校における多人数学級や複式学級、支
援を要する学級などに非常勤講師を配置し、児童生徒へのきめ細やかな
支援を行うことで、学習意欲の向上を図る。

【予算額】公立学校非常勤講師報酬　198,148千円

〔　目　標　〕
自分で計画を立てて学習をしている児童・生徒の割合

69.0％ （令和3年度） → 74.0％ （令和8年度）

〔　実施状況　〕

・令和6年度は72名の非常勤講師を配置し、支援の充実を図った。
・非常勤講師の研修の機会を設け、指導力の向上を図った。
・自分で計画を立てて学習している児童・生徒の割合
 令和6年度　68.1％

【決算額】公立学校非常勤講師報酬　196,845千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

学習意欲向上への取組は、教員の指導力や児童生徒が安心して学べる
環境の整備など、様々な要因が複雑に関係している。非常勤講師の配置
により、支援を必要とする児童生徒を支えたり、落ち着いた学習環境を整
えたりして、児童生徒が学習に向かう意欲を高める一助となる。学校の
ニーズにもできる限り対応しながら、きめ細やかな支援を行うことで、引き
続き、児童生徒の学ぶ意欲の向上を図っていく。

施策評価

ICTを活用した学びの推進

〔　事業概要　〕

・ICT環境を最大限活用し、個別最適な学びと協働的な学びを一体的に充
実し、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善につなぐ。
・教員のICT活用に関する研修機会を適切に確保し、教員の指導力向上
を図る。
・学校・家庭・地域及び関連機関と連携しながら、児童生徒が自律的に情
報機器を適切に利用できるよう情報モラル教育を推進する。

〔　目　標　〕
本市主催の「情報教育研修会」を学校現場のニーズに沿った内容で実施
し、教職員の参加率を向上する。
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自己評価 委員会評価

5 A A

Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。
Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

〔　実施状況　〕

・専門家によるＩＣＴ活用研修会を6回実施し、計88名の教員が参加した。
・要請訪問により、ICT活用に関する個別の研修会を実施した。
・教員同士によるICT活用の実践事例の共有や疑問解決のためのTeams
を作成し、現在167名の先生方が参加している。
・情報モラルについては上都賀教育事務所を通じて講師を派遣する事業
の活用により、各校で保護者や児童生徒対象の研修会を行った。

〔　課題及び今後
の進め方　〕

教師の一人一台端末の活用が二極化しており、授業における端末活用率
の低さが課題となっている。今後も全教職員がICTを効果的に活用し、更
なる児童生徒の情報活用能力の育成が図られるよう、ICT活用研修会を
実施していく。また、研修会の内容については、授業支援ソフトの効果的
な活用を扱い、協働的な学びの充実を図るとともに、教職員へのアンケー
トからも扱う内容を検討し、要望に沿った研修会を実施していく。

施策評価

幼小連携の推進

〔　事業概要　〕

・幼稚園、保育所、認定こども園、小学校が連携をし、円滑な幼小連携を
推進していく。
・小学校入学時における、幼児期の学びから小学校教育への円滑な接続
を目的としたスタートカリキュラムの作成を実施する。

〔　目　標　〕
・円滑な幼小連携を推進していくため、幼小合同の研修会を実施する。
・研修会を通して、よりよいスタートカリキュラムへと反映できるようにす
る。

〔　実施状況　〕

・幼小連携のための研修会を年2回（5月、2月）実施した。
・研修会の中で、演習を通しながらスタートカリキュラムの見直しを行った
り円滑な接続のための指導のポイントについて確認し、実践へつなげるこ
とができた。
・新入生の入学式前に次年度のスタートカリキュラムを全校においてホー
ムページに掲載した。

〔　課題及び今後
の進め方　〕

子どもにとってスムーズな小学校生活のスタートのために、研修会の中で
環境を通して学ぶ幼児教育の実践を生かしながら小学校教育への接続と
なるように相互理解を深めたり、近隣の幼保こ小が自主的に交流する必
要性を伝えたりし、更なる架け橋期の教育の充実を図っていくようにする。
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基本目標：①「未来を拓く学校教育の推進」

最終評価

自己評価 委員会評価

1 B A

令和６年度実施事業　鹿沼市教育委員会点検評価シート

基本施策 ２．豊かな心を育む教育の充実 A

＜点検・評価＞　評価委員の主な意見
・No.1 数値目標に対して概ね達成できている。道徳科の研究授業の実施回数もさることなが
ら、教員が実践に取組まれている。
・No.2 特別活動や学級活動に着眼し、重きを置いて取組まれているのは評価できる。今後も継
続的な育成・支援に努めていただきたい。
・No.3 児童生徒対象の講演会や教職員への研修などをはじめ、学校教育活動全体を通した取
組がなされている。
・No.4 本に親しむためには司書などの存在が大きい。現状では図書館支援員は各学校に配置
できておらず、勤務日を調整しているなど配置に対する課題がある。

施策評価

道徳教育の充実 【重点取組】

〔　事業概要　〕

・各学校における児童生徒の実態のもと、全教育活動における道徳教育
を推進するとともに、道徳教育推進体制の充実を図る。
・道徳教育推進教師等を対象とした研修会の開催などを進め、授業の質
の向上と改善を図る。
・道徳科における指導と評価の改善・向上のため、授業を積極的に公開す
る。

〔　目　標　〕
全国学力・学習状況調査質問紙調査の道徳性に関する質問紙の肯定的
な回答の割合
95％ （令和3年度） → 97％ （令和8年度）

〔　実施状況　〕

・かぬま教育研究の日にて4授業を公開し、計78名の先生が参加した。
・道徳科の研究授業が年間50以上公開され、指導主事が改善のための
指導助言を行った。
・全国学力・学習状況調査質問紙調査の道徳性に関する質問紙の肯定的
な回答の割合  96％ （令和6年度）

〔　課題及び今後
の進め方　〕

現行事業の継続し、教員個々の授業改善につなげられるようにしていく。
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自己評価 委員会評価

2 B A

自己評価 委員会評価

3 B A

施策評価

自己指導能力を育む児童・生徒指導の充実

〔　事業概要　〕

・特別活動における児童生徒の自発的・自治的な活動等を通して、児童生
徒の自己指導能力や自己有用感の育成を図る。
・いじめをはじめとする問題行動等に対して、学校・地域・関係機関等との
連携を図り、早期発見・早期対応に努める。

〔　目　標　〕
小中学校における全ての教育活動を通して、児童生徒一人一人の自己指
導能力を育成を図る。

〔　実施状況　〕

・授業力向上事業において、特別活動におけるモデル校の取組を、11月
の「かぬま教育研究の日」等において市内全小中学校に共有を図った。3
授業を公開し、計82名の教員が参加した。
・学級活動を中心に、児童生徒が学級や学校における集団の生活上の課
題を見いだし、解決するために合意形成を図ったり、協働的に実践したり
することで、自発的、自治的な活動の充実につなげた。また、それらの活
動を通して、一人一人の存在感や自己実現の喜びを味わう場と機会を与
えることで、自己指導能力や自己有用感の育成を図った。
・年度初に、管理職、児童生徒指導担当に対し、いじめの認知について再
確認を行った。また、学校にいじめ事案の報告を義務づけ、必要に応じて
学校と連携していじめの解消に努めた。

〔　課題及び今後
の進め方　〕

今後も、児童生徒の自己指導能力の育成および伸長を目指し、児童生徒
の自治的・自発的な活動機会を意図的に設定しながら、継続して組織的・
計画的な支援を行っていく。
いじめの未然防止に向けた取組を推進するとともに、発生した事案に対し
ては組織的対応により早期解消を目指す。

施策評価

人権教育の推進

〔　事業概要　〕

・各学校の児童生徒の実態に応じながら、人権教育の推進を、学校教育
活動全体を通して実施していく。
・児童生徒対象の人権教育講演会を実施する。
・副読本や啓発資料を作成・活用し、人権教育の充実と啓発に努める。
・教職員対象の研修を開催する。

【予算額】学校人権教育推進費　1,225千円

- 12 -



自己評価 委員会評価

4 B B

Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。
Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

〔　目　標　〕

・児童生徒対象の人権教育講演会を実施する。(6～8割）
・人権教育推進委員会を設定し、人権教育の充実と啓発に努める。(6回）
・教職員対象の研修を開催する。
・人権教育に関する資料（「なかま」）の活用を推進する。

〔　実施状況　〕

・人権教育講演会は、小学校19校、中学校4校から希望があり実施でき
た。小学校は部落解放同盟より、中学校はS-PEC、国際交流協会より講
師を招いた。
・人権推進委員会では、現場の教師6名で、合計6回行い、学校での人権
教育の取組の参考資料を作成した。
・人権教育主任や新規採用教職員を対象とした研修を実施した。

【決算額】学校人権教育推進費　1,091千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

人権教育の推進のため、講演会や研修会等、計画的に実施していく。
講演会の講師において、中学校では、発達段階に応じて講話内容を選択
できるようにする。

施策評価

学校図書館の利用促進

〔　事業概要　〕

・児童生徒の読書活動を促進させるとともに、授業における図書の活用を
積極的に行えるよう、学校図書館支援員を配置し支援ができるようにす
る。
・市立図書館と連携しながら、家読の推進や不読率（1か月に読書の冊数
が0冊と回答した率）の改善に努める。

〔　目　標　〕
学校図書館支援員10名を採用し、各学校に配置し、読書活動の推進に努
める。

〔　実施状況　〕

・学校図書館支援員10名を配置した。
・学校図書館支援員と学校の連携の下、読書推進に努める活動に取り組
んだり、学校のニーズに合わせて、市立図書館の本を学校へ貸借したりし
た。　　　　

不読率調査の結果：小学5年生10.33%　中学2年生29.7%

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・計画的な学校図書館の利活用を推進していく。
・学校図書館支援員と学校の連携の充実を図れるようにする。　　　　　　　　　　　　
・不読率の改善に向けて、読書の時間を確保できるようにするなど、読書
活動を更に推進していく。
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基本目標：①「未来を拓く学校教育の推進」

最終評価

自己評価 委員会評価

1 B B

令和６年度実施事業　鹿沼市教育委員会点検評価シート

基本施策 ３．健やかな体を育む教育の充実 A

＜点検・評価＞　評価委員の主な意見
・No.1 時代や気候の変化に伴い、子どもたちの運動機会が失われている。現在の体力課題を
明確にし、小学生の頃から基礎体力の弱いところを指導していただきたい。
・No.2 感染症や熱中症の対策、食物アレルギーなどに至るまで、危機管理が良くなされてい
る。
・No.3 課題の把握とその取組が良くなされている。特に栄養教諭等による指導実績は評価でき
る。

施策評価

児童生徒の体力向上の推進 【重点取組】

〔　事業概要　〕

・児童生徒が自ら進んで運動に親しむ態度の育成を目指し、各学校の実
態に即した組織的・計画的な取組を推進する。
・児童生徒が身体を動かすことを好きになるような指導および支援ができ
るよう、教員の資質向上を図る。

〔　目　標　〕
「運動やスポーツをすることが好き」と回答する児童生徒の割合

87.1% （令和3年度） → 90.0% （令和8年度）

〔　実施状況　〕

・授業力向上事業において、体育のモデル校を指定。モデル校において
は、体育の授業改善を中心に、「運動が好き」、「体を動かすことが楽しい」
と感じる児童の育成を目指し、自ら運動に関わる児童の態度の伸長に努
めた。
・上記モデル校の取組を、11月かぬま教育研究の日等において市内全小
中学校へ周知した。
・8月に外部講師を招聘し、体育に関わる教員を対象とした体力向上指導
者研修会を開催した。

運動やスポーツをすることが好き」と回答する児童生徒の割合
令和6年度調査：85.4%

〔　課題及び今後
の進め方　〕

今後も本市の児童生徒の体力課題改善に向けた教員の指導力の向上、
各学校における体力向上を目指した組織的取組の推進を図っていく。
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自己評価 委員会評価

2 A A

自己評価 委員会評価

3 B A

施策評価

学校保健・安全教育の充実

〔　事業概要　〕

・学校における感染症や熱中症の対策の徹底を図り、児童生徒が安心し
て学校生活を送れるような環境づくりを行う。
・児童生徒の健康課題に対し、健康の保持増進を図るための着実かつ計
画的な取組を推進する。
・食物アレルギーについて、教職員が正しい理解と対応が図れるよう、関
係機関との連携強化や研修会の開催などの事故防止に向けた取組を支
援する。
・教育活動全体を通じた安全教育の充実を図り、児童生徒が自ら自分の
身を守る「自助力」の育成・向上に努める。

【予算額】学校保健衛生費（小学校）　17,901千円
　　　　　　学校保健衛生費（中学校）　 9,237千円

〔　目　標　〕
各学校が学校保健および学校安全の充実に努め、本市の児童生徒が健
康で安全な学校生活を送ることができるよう支援する。

〔　実施状況　〕

・感染症や熱中症対策について、専門機関等と連携を図りながら、学校に
対し適宜情報提供を行うことができた。
・食物アレルギーについて、各学校が適切な対応が図れるよう、研修会で
の周知を図るとともに、必要な学校へ訪問し、指導助言を行った。
・生活習慣病予防対策について、特に個別指導を強化し、全校への周知、
養護教諭への周知依頼を行い、また、栄養教諭へは実践発表を含めたス
キルアップのための研修会を行った。
・交通安全、災害安全について、各学校が実態に即した適切な指導を行う
ことできるよう、学校訪問等において指導助言を行った。

【決算額】学校保健衛生費（小学校）　15,884千円
　　　　　　学校保健衛生費（中学校）　 8,025千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

今後も、学校保健および学校安全の充実に向け、教員の理解啓発を推進
していくとともに、学校、関係機関等との連携強化を図っていく。

施策評価

学校における食育の推進

〔　事業概要　〕

・学校給食を生きた教材とするため、さらなる献立の充実や地産地消給食
「さつきランチ」など行事食を実施する。
・食の楽しさ・大切さを理解し心身ともに健康な生活を送るため、栄養教諭
等による食に関する指導を実施する。
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Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。
Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

〔　目　標　〕

学校給食における「さつきランチ」などの生きた教材となる行事食の提供
回数の維持

37回 （令和3年度） → 37回 （令和8年度）

〔　実施状況　〕

・「さつきランチ」などの生きた教材となる行事食の提供を計画に基づき39
回実施した。
・R6年度は新たに「かぬまシウマイランチ」を実施し、児童生徒に鹿沼市の
新たな特産品について知らせる機会となった。
・栄養教職員研修会を計画的に開催し、食に関する全体計画をもとに、教
科と連携した学校給食の提供を行った。（教科とコラボ給食　1回/月）
・栄養教諭等による食に関する指導を34校全てで行った。（487時間）
・小学校の教科書から、食に関する単元を拾い出し、食に関する指導全体
計画②を新たに作成した。

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・各教科と連携した学校給食の提供を計画的に行い、児童生徒が学びを
深める手段の一つとなるよう、充実を図る。
・学校、家庭、地域が連携した食育推進を図る。
・中学校の教科書から食に関する単元を拾い出し、食に関する指導全体
計画②を作成する必要がある。
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基本目標：①「未来を拓く学校教育の推進」

最終評価

自己評価 委員会評価

1 A A

令和６年度実施事業　鹿沼市教育委員会点検評価シート

基本施策 ４．時代に即した教育課題への対応 A

＜点検・評価＞　評価委員の主な意見
・No.1 教育に関する情報提供だけでなく、教員のニーズを把握し研修を組まれるなど、教育課
題に対し幅広い取組や体制づくりがなされている。
・No.2 感染症対策の緩和により直接の交流が再開できている。異文化に触れることは人生にお
いても強い影響を及ぼすため、今後もひとりでも多くの交流が図れるようお願いしたい。

施策評価

教育研究事業の推進

〔　事業概要　〕

・学校教育における教育課題のほか、時代の要請に応じた様々な教育課
題についての調査・研究等を推進し、課題解決に向けた教育施策を推進
する。
・学校教育の推進に向けた教職員対象の研修会を実施する。
・教育に関する資料等を収集・作成し、情報を提供する。

【予算額】教育研究所事業費　17,821千円

〔　目　標　〕
教職員研修における参加者満足度の肯定的回答の割合

96.3％ （令和3年度） → 97.0％ （令和8年度）

〔　実施状況　〕

・教員が新しい時代に必要とされる資質・能力を理解し、それを育成する
ための指導法について改善していくなどの「調査・研究」及び「研修」に取り
組んだ。
・授業力向上事業研修会参加者満足率99.1%（参加者延べ521名）

【決算額】教育研究所事業費　17,059千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

「調査・研究」の成果についての水平展開を図る。
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自己評価 委員会評価

2 A A

Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。
Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

施策評価

多文化共生に向けた教育の推進

〔　事業概要　〕
・グローバル化に対応した人材育成の一環として、児童生徒に異文化理
解や多文化共生の考えが根付くよう、互いを尊重しながら学び合えるよう
な環境づくり、教育の充実を図る。

〔　目　標　〕

・海外友好都市ノースダコタ州グランドフォークス市との交流事業参加者
満足度80％以上
・イングリッシュキャンプ参加者アンケート満足度80％以上
・日本語指導要請に対する対応率90％以上

〔　実施状況　〕

・アメリカ合衆国グランドフォークス市から、学生10名、引率者3名が来鹿
し、7日間滞在した。（訪問団の満足度100%）
・イングリッシュキャンプでALTとの活動を通して、各国の文化に触れた。
（満足度100%）
・国際交流協会に委託し、外国人児童生徒等への日本語指導を行った。
（対応率100%）

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・海外友好都市との交流方法の検討。
・外国人児童生徒支援体制の充実。
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基本目標：①「未来を拓く学校教育の推進」

最終評価

自己評価 委員会評価

1 B A

令和６年度実施事業　鹿沼市教育委員会点検評価シート

基本施策 ５．一人一人を大切にし、可能性を伸ばす教育の充実 A

＜点検・評価＞　評価委員の主な意見
・No.1 特別支援に関する課題はあるものの、支援体制はよく整備されている。関係する可能性
があるご家庭に対しても早めの対応をしていただきたい。
・No.2 取組まれている内容も充実しており、相手側には良く配慮がなされている。日々の地道な
努力が数値に現れている。
・No.3 生徒の職業ニーズに合わせ、地域の方の理解や協力を得ながら全中学校で実施をされ
ている。キャリアパスポートは良い取組であるため継続的な活用をお願いしたい。

施策評価

特別支援教育の充実

〔　事業概要　〕

・インクルーシブ教育システムの構築ができるよう、研修会などを通して教
師の専門性を高める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・障がいのある子供が十分に教育を受けられるように合理的配慮（社会の
中にあるバリアを除去するために行う必要な対応）及び環境整備に努め
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・関係機関と連携し、切れ目のないサポート体制の充実を図ることができ
るように就学を支援する。

【予算額】教育支援委員会委員報酬　　　73千円
             心の教育推進事業費　　　　5,553千円
　　　　　　特別支援教育費（小学校）　  461千円
　　　　　　特別支援教育費（中学校）　　385千円

〔　目　標　〕
・インクルーシブ教育システム推進事業研修会における参加者アンケート
の結果「満足・やや満足」の数値が90%以上

〔　実施状況　〕

・モデル校である南摩小においてインクルーシブ教育システム推進事業研
修会を実施。参加者65名中「満足・やや満足」は100％　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　
・関係機関と情報共有などをし、適切な学びの場を検討する教育支援委
員会において、152名の児童生徒の審議を行った。

【決算額】教育支援委員会委員報酬　　　30千円
　　　　　　心の教育推進事業費　　　　5,268千円
　　　　　　特別支援教育費（小学校）　  412千円
　　　　　　特別支援教育費（中学校）　　385千円
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自己評価 委員会評価

2 A A

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・インクルーシブ教育システム推進事業のモデル校である南摩小での取り
組みの水平展開を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・教育支援委員会へ審議依頼する前に、校内において、本人および保護
者との合意形成が図れるように、校長会等においてもより具体的に就学
支援について説明する。

施策評価

教育相談の充実 【重点取組】

〔　事業概要　〕

・来室による相談を基本に、電話相談、医師を招いての医療相談等を行
う。
・小中学校での不適応について、児童生徒・保護者等のニーズに沿った相
談を行う。
・不登校（傾向）児童生徒について、小中学校と情報を共有し、相談や家
庭訪問を通して、不登校（傾向）児童生徒の支援を行う。
・『アメニティホーム』で不登校（傾向）児童生徒の社会的自立に向けた支
援を行う。

【予算額】教育相談専門員報酬　42,352千円

〔　目　標　〕
相談者のニーズに沿った相談を展開した割合

95.0％ （令和3年度） → 98.0％ （令和8年度）

〔　実施状況　〕

・発達に関する相談や不登校・行き渋りに関する相談を主に158件の相談
を行った。年間対応ケース数1,221件。
・医療相談では市内の医師を招き、5回実施し5名の相談を行った。
・相談者アンケートの結果にて肯定的な割合は100％であった。
・小中学校や関係機関との情報を共有し支援を行った。
・アメニティホームでは10名の通室生と12名の個別対応を行い、社会的自
立にむけ支援し、全員が様々な形で学校復帰を果たした。
・教育支援センターの設置及びセンター長の配置を行い、教育相談事業
の充実を図った。

【決算額】教育相談専門員報酬　41,700千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

多岐に渡る相談主訴や長期にわたる相談ケースへの対応が課題であり、
関係機関と連携しながら工夫して対応していく
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自己評価 委員会評価

3 B A

Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。
Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

施策評価

キャリア教育の充実

〔　事業概要　〕

・児童生徒が学習を人生や社会と関連付けていけるよう、体験活動を支
援する。
・地域の人々との関わりを主とした職場体験学習（マイチャレンジ事業）を
推進させる。
・学びを記録し振り返ることができる教材（キャリアパスポート）を活用でき
るように推進する。

〔　目　標　〕
各学校ごとに、計画的に体験活動を実施し、児童生徒の体験の場を設け
る。

〔　実施状況　〕
社会科見学、中学校における職場体験学習（マイチャレンジ事業）を実施
した。

〔　課題及び今後
の進め方　〕

市内の各施設の協力を得ながら、体験活動の実施を支援していく。
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基本目標２　次代につなぐ教育環境の充実

点検評価シート



基本目標：②「次代につなぐ教育環境の充実」

最終評価

自己評価 委員会評価

1 A A

令和６年度実施事業　鹿沼市教育委員会点検評価シート

基本施策 ６．教育施設の充実 A

＜点検・評価＞　評価委員の主な意見
・No.1 目標としている整備はすでに達成している。今後も、非構造部材の耐震化や体育館への
エアコン設置など、児童生徒の安全安心な教育環境のための整備に努めていただきたい。
・No.2 児童生徒の安全安心に関わるため、目標の達成に努力していただきたい。また、和式ト
イレに抵抗感を持つ児童生徒は多くいるため、引き続きの整備をお願いしたい。
・No.3 限られた予算の範囲内で有効的に整備を行っている。防犯としては、フェンスなどと併せ
て防犯カメラを設置するなど近年の不審者対策に配慮いただきたい。
・No.4 再編計画に基づき地域の方とも良く話し合いがなされている。今後も丁寧な調整をお願
いしたい。
・No.5 地域の実情に応じた手厚い通学支援がなされている。　

施策評価

小中学校の整備

〔　事業概要　〕

児童生徒等の安全で快適な教育環境を確保する上で必要となる整備を行
うことにより、教育環境の改善を図る。
▶特別教室等にエアコンを整備
▶照明のLED化
▶非構造部材の耐震対策として竜巻等による窓ガラス飛散防止対策
など

【予算額】73,89７千円

〔　目　標　〕
施設整備計画期間内の整備進捗率
〇中学校の特別教室のエアコン設置率　R8年度までに100％
〇普通教室のLED照明設置率　R8年度までに100％

〔　実施状況　〕

〇中学校の特別教室のエアコン設置において賃貸借契約締結し稼働開
始した。
(エアコン設置率：100％（R6.4.1現在）)
〇ESCO事業による対象教室のLED化完了。（R6.3.31）
（普通教室のLED照明設置率　100％（2,685台/2,685台））

【決算額】73,897千円

〔　課題及び
今後の進め方　〕

小中学校の適正配置を見極めながら、児童生徒の教育環境の充実を図
るため、非構造部材の耐震対策を計画的に進めていく必要がある。
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自己評価 委員会評価

2 B B

施策評価

小中学校の長寿命化整備 【重点取組】

〔　事業概要　〕

構造体の安全対策や設備配管の更新などにより建物の耐久性を高め、
機能向上を兼ねた長寿命化改修を行う。
トイレ洋式化及び給排水設備等の改修・更新工事を行う。

【予算額】　397,203千円

〔　目　標　〕

学校施設の環境整備と長寿命化整備（R4～R8）
〇長寿命化改良　　　　　8校
〇給排水設備改修　 　 10校
〇トイレ洋式化　　　　   17校

〔　実施状況　〕

〇長寿命化改良
▶西小学校屋内運動場（R4、R5継続事業）
▶北中学校屋内運動場（R4、R5継続事業）
〇給排水設備改修
▶北押原中学校（給水設備 工事）R5
▶南押原中学校（給水設備 工事）R5
▶菊沢東小学校（給水設備 工事）R6
▶みどりが丘小学校（給水設備 工事）R6
▶津田小学校（給水設備 実施設計）R6
▶南摩中学校（給水設備 実施設計）R6
▶北犬飼中学校（給水設備 実施設計）R6
〇トイレ洋式化
〇その他改修工事
▶東中弓道場・部室 工事R6

目標に対する進捗率（完了実績）
〇長寿命化改良　　　2校　　進捗率　25％
〇給排水設備改修　 5校　　進捗率　41％
〇トイレ洋式化　　　　7校　　進捗率　41％

【決算額】　387,728千円

〔　課題及び
今後の進め方　〕

小中学校の適正配置を見極めながら、計画するとともに、学校施設の長
寿命化改良や給排水設備更新に併せてトイレ洋式化整備を計画的に進
めていく必要がある。
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自己評価 委員会評価

3 A A

自己評価 委員会評価

4 A A

施策評価

学校防犯設備等の整備

〔　事業概要　〕

不審者の侵入を防ぐため、門扉・フェンスの設置や敷地周囲等からの見
通しを確保し死角の原因とならないように樹木等の適正な整備を行う。

【予算額】5,000千円

〔　目　標　〕
安全対策が必要と思われる箇所を確認し、予算の範囲内で順次、整備を
行う。

〔　実施状況　〕

〇フェンス改修工事
▶石川小学校、南押原中学校（R5）
▶さつきが丘小学校、南摩中学校（R6）
〇樹木伐採工事
▶北小学校、西中学校、北中学校、みどりが丘小学校（R5）
▶R6実施なし

【決算額】4,554千円

〔　課題及び
今後の進め方　〕

防犯設備（主に門扉やフェンス）の整備や危険木の伐採等を計画的に
行っていく。

施策評価

小中学校の適正配置 【重点取組】

〔　事業概要　〕

　義務教育の機会均等の観点から、すべての児童生徒に効果的な教育環境を
提供することを目的に、統廃合や学区の再編などを含む適正配置を推進する。
　また、次期学校再編計画の策定を行う。

【予算額】通学区域審議会委員報酬　　　161千円
　　　　　　教育研究所事業費（臨時経費） 160千円

〔　目　標　〕

小中学校の適正規模や適正配置を検討し、教育環境の充実を図る。

【指標】
統廃合の検討が必要な小学校の数
　　　　　　7校（令和3年度）　　⇒　　3校（令和8年度）
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自己評価 委員会評価

5 A A

〔　実施状況　〕

【実績】令和6年度末において検討が必要な小学校は7校（南押原地区・北犬飼地区）

【学校再編計画の策定】
・4～6月　「意見交換会」（地域住民対象、15地区開催）
・6～7月「鹿沼市立小中学校適正配置検討委員会」の開催（第5回6/17、第6回7/1）

　　　　　検討委員会からの「提言書」受理（7/1付）

・8月　「学校再編計画」素案の決定・公表
・9月　パブリックコメントの実施
・11月　「学校再編計画」の決定・公表
・１～2月　「学校再編計画」の説明会（再編対象地区13か所開催）

【地区検討会について】
・「板荷地区の学校の在り方検討会」の開催
　全4回（8/1、10/8、11/26、12/19）、検討会からの「意見書」受理（12/26付）

・「南摩地区の学校再編に関する検討会」の開催
　全5回（6/19、7/26、9/26、11/21、12/26）、検討会からの「意見書」受理（1/27付）

【決算額】通学区域審議会委員報酬　　　　　0千円
　　　　　　教育研究所事業費（臨時経費） 151千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

【課題】
①保護者や地区住民との合意形成
②校地の検討・建築工事等に係る費用
③他部局との連携、協働　（学童保育の再編、廃校施設の利活用等）

【今後の進め方】
・「地区検討会」の設置、合意形成を図るための協議…南押原地区、北犬飼地区
・「開校準備会」の設置、開校に向けての準備・調整…再編対象学校別6ブロック

施策評価

スクールバスの運行

〔　事業概要　〕

(スクールバスの運行)
・学校の統合に伴い、遠距離通学となった児童生徒の負担を軽減するた
めスクールバスを運行する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【予算額】　歳出：62,802千円　　※スクールバス管理費

(西小西大芦地区スクールタクシー)
・下校時刻が学年によって分かれた際、スクールバス運行の調整がつか
ない児童に対し、スクールタクシーを運行する。
【予算額】　歳出：710千円　※小学校管理費

(粕尾小遠距離通学)
・学校の統合に伴い、遠距離通学となった児童生徒の負担を軽減するた
めリーバスを活用した登下校支援を行う。
【予算額】　歳出：980千円　　※小学校管理費
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Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。
Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

〔　目　標　〕
・スクールバス・スクールタクシーを適切に管理し、安全に遅延なく運行す
る
・リーバス定期券費用の補助

〔　実施状況　〕

(スクールバスの運行)
・小学校では4km以上、中学校では6km以上の通学距離となる児童生徒
に対し、通学支援として、スクールバス9台を運行し、通学の負担軽減を
図った。
【決算額】　歳出：62,799千円　※スクールバス管理費
【対象校】西小・西中・加園小・粟野小・粟野中

(西小西大芦地区スクールタクシー)
・スクールタクシーを運行し、通学の負担軽減を図った。
【決算額】　歳出：710千円　※小学校管理費

(粕尾小遠距離通学)
通学のため、リーバス定期券費用の全額補助を行った。
【決算額】　歳出：796千円　※小学校管理費

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・学校再編に伴い通学距離が広がるため、スクールバス、スクールタク
シー等による必要な通学支援を進めていく。
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基本目標：②「次代につなぐ教育環境の充実」

最終評価

自己評価 委員会評価

1 A A

令和６年度実施事業　鹿沼市教育委員会点検評価シート

基本施策 ７．学力向上を支える就学環境の充実 A

＜点検・評価＞　評価委員の主な意見
・No.1 必要とされる支援制度であるため、今後も手厚い支援をお願いしたい。
・No.2 計画的な更新を行っているほか、森林環境譲与税などを有効に活用している。また、学
校からの要望に添う対応が出来ている。
・No.3 計画的にICT機器の導入更新を行っており、ICT支援員の派遣など、支援体制においても
配慮がなされている。
・No.4 他の奨学金と併用ができるなどを含め、貸付けを希望する申請者に対して手厚い支援と
なっている。
・No.5 安全安心な学校給食のための研修会を実施しているほか、高騰している賄材料費への
支援や地産地消、給食費の徴収業務まで幅広く配慮がされている。

施策評価

小中学校児童生徒への就学支援

〔　事業概要　〕

・経済的理由によって就学困難と認められる児童生徒へ学用品費等を支
給し、就学支援をする。

・特別支援学級に入級する児童生徒への就学奨励費を支給し、経済的負
担の軽減を図る。

・学校と緊密な連携により、対象世帯への制度周知を図る。
【予算額】
　①要保護準要保護児童生徒援助費
　　　　　　　　小学校　28,321千円
　　　　　　　　中学校　31,368千円
　②特別支援教育就学奨励費
　　　　　　　　小学校　6,986千円
　　　　　　　　中学校　6,142千円

〔　目　標　〕
①要保護・準要保護児童生徒への支援(支給対象者への100％支給)
②特別支援教育就学奨励費児童生徒への支援（申請者への100％支給）
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自己評価 委員会評価

2 A A

〔　実施状況　〕

・経済的理由によって就学困難な家庭に対し、学用費、給食費、入学準備
金等の支給することにより、児童生徒への就学環境の充実を図った。
　①要保護・準要保護児童生徒援助費
　　　　　　　　　小学校　362名（8名、準354名）　26,786千円
　　　　　　　　　中学校　237名（1名、準236名）　30,161千円

・特別支援学級に入級する児童生徒へ学用品費、給食費、通学費を支給
することにより、経済的負担の軽減を図った。
　②特別支援教育就学奨励費
　　　　　　　　　小学校　162名　5,548千円
　　　　　　　　　 中学校　90名　4,227千円

・在校生には学校を通して、新小学１年生には直接パンフレットを配布した
ほか、ホームページへの掲載、窓口へのパンフレットを設置することにより
制度の周知を図った。

〔　課題及び今後
の進め方　〕

国の動向も注視しながら、現行での事業実施を継続する。

施策評価

より良い教育環境の整備

〔　事業概要　〕

・児童生徒が安全かつ円滑に教育を受ける環境を整えるため、児童生徒
用机椅子の計画的な更新を進める。
・老朽化の進んだ大型学校備品について計画的に整備を図る。

・複合機の運用（5年間の単価契約）
【小学校予算額：5,548千円】　　　　【中学校予算額：2,831千円】

・印刷機の運用（5年間のリース）　
【小学校予算額：2,777千円】　　　　　【中学校予算額：1,585千円】

・その他学校から要望のあった備品を更新・購入する。

〔　目　標　〕

老朽化した備品の計画的な更新
・木製学習用机椅子の使用率増加　現在(小学校：36％　中学校：58％)
・複合機リース契約の定期的な更新
・印刷機リース契約の定期的な更新
・その他学校から要望のあった備品を更新・購入する。
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自己評価 委員会評価

3 A A

〔　実施状況　〕

・机椅子の更新
①木製学習用机椅子の更新　【決算額：4,120千円】
　　　森林環境譲与税を用いて、鹿沼産森林認証材のヒノキを使用した木
製学習用机椅子への更新を行った。
　　　机 70台　椅子 70脚
②スチール製机椅子の更新【決算額：1,154千円】
　　　机　248台　椅子　243台
　　　　　　　　　※机椅子150式は企業版ふるさと納税による寄附
・複合機の運用
　小学校　27台稼働中【決算額：5,365千円】　　　　　
　中学校　13台稼働中【決算額：2,831千円】
・印刷機の運用
　小学校　32台稼働中【決算額：2,336千円】 内3台更新　　　　
　中学校　18台稼働中【決算額：1,422千円】 内3台更新
・その他
　サッカーゴール、カーテン、ガスコンロ等

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・学校からの整備要望に対し、優先順位を付け、計画的に整備していく。

施策評価

教育のICT環境整備 【重点取組】

〔　事業概要　〕

・計画的なICT機器の導入、更新を行うことで、教育現場のICT機器の性能
向上、事務効率の向上を行い、充実した学習環境を整備する。
・ICT支援員を配置し、教育現場でのICT活用を支援する。

【予算額】　183,315千円

〔　目　標　〕

小中学校における機器の計画的な整備や更新を実施するとともに、活用
の支援体制の強化を図る。
【指標】
小中学校ICT機器の更新台数 （5年累計）
　　　　　0台（令和3年度）　⇒　8,152台（令和8年度）
・更新台数については児童生徒のタブレット端末及び教職員の校務パソコ
ン等を対象としている

〔　実施状況　〕

・計画に基づき、小中学校の校務用パソコンを更新した。
　合計362台　（小学校：186台　　中学校：176台）
・ICT支援員を学校の申請に基づき派遣した（派遣回数1,122回）

【決算額】　174,289千円

- 30 -



自己評価 委員会評価

4 A A

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・令和5年度から機器更新に係る契約の統合を進めており、引き続き統合
を進めることで事務の効率化を進める。
・GIGAスクール構想により導入（令和2年度）した機器について、県の共同
調達を中心にタブレット更新を行いつつ、その他の機器についても、計画
的に更新を進める。

施策評価

市奨学生の支援

〔　事業概要　〕

教育の機会均等の趣旨に基づき、修学の意欲があるにもかかわらず、経
済的な理由により修学できない高校生・大学生等に対し学資を貸し付け、
ひろく修学の機会を提供するもの。
○大学等：貸付額40,000円／月 以内
○高校等：貸付額15,000円／月 以内

【予算額】66,370千円

〔　目　標　〕

経済的な理由により修学できない高校生・大学生等に対し学資を貸し付
け、ひろく修学の機会を提供する。
・適切な貸付処理
・情報提供の徹底

〔　実施状況　〕

令和6年度も前年度に引き続き『広報かぬま』、『市ホームページ』、『LINE
（鹿沼市公式アカウント）』等を活用し奨学金制度の周知を行い、申請者
150名に対して奨学金の貸し付けを行った。
【内訳】
○高校等：  12名　 2,070千円
○大学等：138名　63,300千円

【決算額】65,370千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

現行制度での事業を継続する。なお、貸付金額等の制度については、他
市の奨学金制度や社会情勢、国県の動向等を注視し適宜見直しを検討
する。
令和2年度に策定した定住減免制度については、令和8年4月より該当者
の貸与額のうち一部が減免となる。定住促進及び制度の適正運用のた
め、市ホームページにおいて定住減免の記事を掲載するとともに、本市奨
学金利用者に対してはチラシの配布を行い、制度の周知及び利用促進を
図る。
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自己評価 委員会評価

5 A A

Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。
Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

施策評価

安全安心な学校給食の提供 【重点取組】

〔　事業概要　〕

・施設機器等改修計画に沿って、優先順位を考慮しながら、施設・設備の
改修を行う。
・小中学校の適正配置と整合を図りながら、新たな地区共同調理場を整
備し、計画的に給食業務委託を進める。
・学校給食費徴収管理業務の効率化を検討する。
・学校給食衛生管理基準に基づいた作業を徹底するため、関係職員への
衛生管理研修会等を実施する。
・学校給食における食物アレルギー対応について、関係職員への研修を
行い、適正な対応ができるよう支援する。

【予算額】955,231千円

〔　目　標　〕 給食業務の民間委託件数を令和8年度までに8件にする。

〔　実施状況　〕

・各調理施設の修繕を実施。
・加園小・板荷小調理室にエアコンを設置したほか、学校給食共同調理場
のボイラー入替など、老朽化した機器の入替を実施。
・卒業生など学校給食費滞納分で徴収困難案件等について、学校の希望
に応じ徴収業務を調理場に移管し、調理場から督促・徴収を実施。
・給食主任に研修会を実施し、安全な学校給食の提供について研修会を
実施。
・給食賄材料の高騰に伴い、給食費だけでは不足する賄材料費の支援を
実施。
【決算額】949,640千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・施設・機器が老朽化しているため、施設・機器改修計画に基づき、優先
順位を考慮しながら、施設・設備の改修を行う。
・小中学校の適正配置と整合を図りながら、単独実施校等の計画的な地
区調理場への集約など学校給食業務全体の効率化を図る。
・学校給食費徴収管理業務の効率的・効果的な徴収方法を検討する。
・調理員や給食主任などへ研修等を実施し、国の指針に沿った食物アレ
ルギーの対応や衛生管理の徹底など、給食関係職員のスキルアップを図
るとともに、万が一の際の連絡体制等について周知徹底を図る。
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基本目標３　地域とともに高める学びと協働活動

点検評価シート



基本目標：③「地域とともに高める学びと協働活動」

最終評価

自己評価 委員会評価

1 A A

令和６年度実施事業　鹿沼市教育委員会点検評価シート

基本施策 ８．地域ぐるみで学び育ち合う体制の構築 A

＜点検・評価＞　評価委員の主な意見
・No.1 導入後の活動に広がりや浸透を見せている。会議の場だけでなく、学校や地域との連携
が密になるような体制づくりができると更に良い。
・No.2 地域全体での取組が良くなされている。コミュニティ・スクールとの連携のほか、永く学校
支援ボランティアとして関わっていただけるよう、関連する団体等への声掛けをお願いしたい。
・No.3 家庭教育学級への参加率の低迷は課題。人口が減少している中、共働き世帯が増えて
いることなど家庭状況も変わってきているため、新たな取組に期待したい。　　

施策評価

コミュニティ・スクールの導入推進 【重点取組】

〔　事業概要　〕

・令和5（2023）年度までに、市内全小中学校にコミュニティ・スクールを導
入する。
・「地域とともにある学校づくり」を目指し、学校運営協議会による熟議を行
い、地域・学校ごとに適切な体制づくりを推進する。

【予算額】1，600千円

〔　目　標　〕
・小中学校におけるコミュニティ・スクール導入校数を、令和8年度までに
全小中学校34校に導入する。

〔　実施状況　〕

・各学校、地域、コミュニティセンターなどと調整を進めた結果、令和5年度
当初、すべての小中学校への学校運営協議会の設置が完了した。
・制度への理解を深めてもらうため、
①出前講座により、自治会協議会や民生委員児童委員協議会、市内の
ボランティアや教職員、青少年育成市民会議などの各団体に対し、説明を
実施した。
②コミュニティ・スクールだよりの発行やコミュニティ・スクール研修会を実
施した。

【決算額】1，600千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・全校設置から2年が経過した。各協議会が形骸化しないように担当職員
が積極的に会に参加する。各協議会の問題点を洗い出し、個別対策を
行っていく。また、参考事例等の情報共有を図る。
・市民への普及啓発を推進する。
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自己評価 委員会評価

2 A A

自己評価 委員会評価

3 B B

施策評価

地域学校協働活動の推進 【重点取組】

〔　事業概要　〕

・「学校を核とした地域づくり」を目指し、地域の人々や団体、民間企業等
の幅広い参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるととも
に、防犯や交通安全などの安心安全を確保する「地域学校協働活動」を
推進する。
・学校支援ボランティアの活動を支援するため、人材育成研修や地域への
情報発信を行う。

【予算額】4,690千円

〔　目　標　〕 ・学校支援ボランティア登録者数を、令和8年度までに1,724人にする。

〔　実施状況　〕

・各学校の地域学校協活動の様子や活躍する地域コーディネーターへの
取材を行い、地域学校協働活動だよりやホームページでの情報発信を
行った。
・放課後子ども教室を6教室開設し、地域ボランティアが子どもたちの多種
多様な学習・体験を提供した。
・各学校の安全安心対策委員会が地域の実情に合わせて、危険個所の
マップ作成や登下校の見守り活動を実施した。
・地域学校協働活動研修会を5回実施し、地域学校協働活動を継続して
実施していくためのスキルを高め、他地区ボランティア同士の交流や意見
交換をはかった。
・学校支援ボランティアの登録数は1,657人であり、地域についてともに学
び、課題解決に向けた活動を展開した。

【決算額】4,203千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・ボランティア登録者の高齢化、固定化が進んでおり人材育成、人材の掘
り起こしが課題。
・コミュニティ・スクールの推進と地域学校協働活動の一体的に進めるた
めの研修会について、内容の充実を図っていく。
・市HPやSNS、広報等の活用により、地域学校協働活動の普及啓発を
行っていく。

施策評価

家庭教育の支援

〔　事業概要　〕

・家庭教育を推進するため、「家庭教育学級」をすべての小・中学校で開
設するとともに、民間学級の運営を支援する。
・家庭のあり方や子育てに関する研修の場とするため、家庭教育に関する
講演会などを開催する。
【予算額】2,290千円
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Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。
Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

〔　目　標　〕
・本市の家庭教育活性化のため、家庭教育事業への学び手の参画をすす
めるとともに地域ぐるみで子育てを推進するためのリーダーの育成や場の
確保に努める。

〔　実施状況　〕

・小中学校34校および民間6団体について、家庭教育学級40学級の開設・
運営を支援した。
・子育て交流のつどいを開催し、各家庭教育学級から328名が参加した。
・子育てゼミナールにおいて、活動状況発表、講話、次年度の計画立案演
習を実施した。
・幼稚園・保育園等28施設のうち10施設で、保護者向けの学習会「子育て
親育ち講座」が実施された。（施設ごとに3年に1回開催）
【決算額】2,290千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・家庭教育学級への参加率が減少傾向にあることが課題。多くの人に参
加してもらうため開催時期、時間を検討し参加率を高める。また、市の家
庭教育支援の在り方と方法について整理する。
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基本目標：③「地域とともに高める学びと協働活動」

最終評価

自己評価 委員会評価

1 B A

令和６年度実施事業　鹿沼市教育委員会点検評価シート

基本施策 ９．主体的に学べる生涯学習環境の推進 A

＜点検・評価＞　評価委員の主な意見
・No.1 文字通りの多種多様な学習機会の提供は良くなされている。課題である生涯学習大学
の扱いについては、本計画期間内に方向性を見出していただきたい。
・No.2 活動実績も良好。今後の学校再編に伴い活動の在り方の調整をお願いしたい。
・No.3 子どもたちに対して良い経験を提供できている。地元だけでなく、多くの方からの協力の
もと事業を展開していただきたい。
・No.4 市民が利用する施設であるため安全安心を第一に配慮いただくとともに、施設利用など
の収入にも目を向けていただきたい。また、これらの施設は鹿沼市としての特色でもあるため、
これからも存続していただきたい。　　

施策評価

多種多様な学習機会の提供

〔　事業概要　〕

・生涯学習総合情報誌発行によって行政・関連団体・市民団体の生涯学
習情報を発信していきながら、生涯学習に係る団体・ボランティア・市民と
の調整を図り、かぬま生涯学習大学のよりよい在り方の検討と実践を行
う。
・リモート講座や、インターネット操作に慣れていない市民向けのリモート
受講のための操作方法講座を実施するなど、誰もが学べる環境づくりを
推進する。
【予算額】5,844千円

〔　目　標　〕

・市主催の生涯学習講座等への参加率を、令和7年度までに10.0％（世論
調査の対象者）にする。
・リモートによる生涯学習講座、リモート操作説明講座の開催を、令和8年
度までに5回／年行う。

〔　実施状況　〕

・生涯学習総合情報誌を2回／年発行し、行政のほか、市内の各生涯学
習団体を含めた生涯学習情報を発信した。
・かぬま学びフェスティバルを開催し、日頃の学習成果の発表と生涯学習
の啓発を行った。839人の来場者があった。
・課主催講座事業として、小学生や親子、成人を対象にした講座を実施し
た。ものづくりの講座の他、防災や地元産業をテーマにした講座を企画し
た。申し込み方法に2次元コードによるオンライン申請を導入した。
・リモート講座については、対面形式での講座実施に需要が多く実施を見
送った。放送大学や県内大学の公開講座などについて、リモート講座があ
るものについてホームページなどで周知を図った。

【決算額】5,465千円
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自己評価 委員会評価

2 A A

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・かぬま生涯学習大学の学位認定について、新規の学位認定の申請が5
年以上ないため、R7年度に大学運営会議を開き、市民の学習意欲が向
上するよう仕組みの見直しをする。
・住民ニーズの把握に努め、多種多様な学習環境が提供できるよう、かぬ
まマイ・カレッジへの支援と、課主催講座の充実を図る。
・講座申込者の利便性向上のため、かぬまマイ・カレッジ講座のオンライン
申込導入に向けて調整及び準備を行う。
・学習成果を発表できる機会の提供、仲間づくりなどにつながるサークル
やボランティアなどの地域ネットワークにアクセスしやすい仕組みづくりを
進めていく。
・地域にいる講師や団体、企業と連携・協働を図った講座を充実させる。

施策評価

青少年健全育成活動の推進 【重点取組】

〔　事業概要　〕

・市内17地区の青少年育成市民会議の活動を支援し、青少年の健全育成
をはかる。
・少年指導員の活動を関係機関と連携させ、青少年指導センターの活動
推進をはかる。
・青少年育成団体の自主的な活動を支援するとともに、青少年を取り巻く
環境の変化に対応した的確な支援策の構築をはかる。
【予算額】5,573千円

〔　目　標　〕
青少年指導センターによる街頭指導回数を令和8年度に430回／年にす
る。

〔　実施状況　〕

・青少年育成市民会議の活動については、街頭啓発活動や研修会を開催
した。また、各地区で工夫を凝らし、健全育成につながる事業を実施した。
・指導センターについては、青少年指導員と連携をとり、年461回の街頭指
導を実施した。
・子ども会連合会への、リーダー養成キャンプ、絵画展の委託、こどもの集
いへの支援を行った。

【決算額】5,105千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・青少年育成市民会議について地域の高齢化、役員の固定化等、地域の
担い手不足が課題。児童減少により活動が困難であるとの申し出があっ
た地域について、合併に向けて調整を行ったが、学校再編後まで合併は
せずに、現状のまま様子をみることになった。
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自己評価 委員会評価

3 A A

自己評価 委員会評価

4 A A

施策評価

自然生活体験学習の提供

〔　事業概要　〕

・「自然生活体験学習推進事業基本方針」に基づき、小中学校児童生徒
への自然体験学習事業の実施
・市民に、自然体験の機会を提供する「わくわくネーチャー事業」の実施
・地域活性化を図るため、施設所在地の人材を活用
・教師を目指す学生と連携して行う「交流カレッジ事業」の展開
【予算額】47,103千円

〔　目　標　〕
・自然体験学習事業における、2泊3日宿泊学習実施校の割合80％以上

・わくわくネーチャー事業における参加者満足度90％以上

〔　実施状況　〕

・自然体験学習事業における、2泊3日宿泊学習実施校の割合97.06％
　（市内34校中33校、1泊2日の4校含め1,419人が参加）
・わくわくネーチャー事業における参加者の満足度99％
　主催事業「かぬまっ子わくわくキャンプ」「森の教室（3回実施）」とも、
　プログラムを提供することが出来た。
・管理運営スタッフ会議を中心に、地元人材の協力を得て事業を展開し、
　交流カレッジ事業では、延べ25名の学生が、活動に協力した。
【決算額】43,374千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・夏季の熱中症など利用者及び職員の安全対策が課題。
・引き続き学生ボランティア、地域の協力を得ながら安全で充実した学習
プログラムを提供する。

施策評価

生涯学習施設の整備と長寿命化

〔　事業概要　〕

 ・市民情報センターは平成11（1999）年、文化活動交流館は平成14（2002）
年、自然体験交流センターは平成18（2006）年にオープンしているため、時
代に対応した生涯学習環境の整備が必要となっている。学びの環境を維
持し、市民の利便性を向上させるため、必要な施設修繕や改修を計画的
に進める。

【予算額】
67,618千円＋臨時3,379千円（情報センター）
17,083千円＋臨時0円（文化活動交流館）
  1,217千円＋臨時2,664千円（自然体験交流センター）

〔　目　標　〕 ・市民情報センターの改修工事を実施する。
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Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。
Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

〔　実施状況　〕

・市民情報センターおよび文化活動交流館は、指定管理によって計画的
に運営された。情報センターの利用者は延べ99,848人、2,075千円の使用
料収入があった。交流館の利用者は延べ34,347人、483千円の使用料収
入があった。
・市民情報センターでは、空調機器のリースによる更新が完了したほか、
券売機の更新、ソーラー時計の修繕を行った。また、敷地外への落葉が
問題となっていた樹木3本を伐採した。
・自然体験交流センターでは、給湯用ガスタンク（バルク貯槽）他を適宜交
換修理するなど、必要な設備修繕を行った。
【決算額】
67,512千円＋臨時3,362千円（情報センター）
17,081千円＋臨時0円（交流館）
  1,216千円＋臨時2,664千円（自然体験交流センター）

〔　課題及び今後
の進め方　〕

建物や空調機器等について、経年劣化による故障が多発し、またメーカー
製造終了品のために部品が手に入らない設備もあるため、大規模改修を
必要としている。計画的に改修を行う。
（市民情報センター）駐車場区画線の引き直しや雨漏りの修繕等を計画す
る。
（文化活動交流館）空調機器と木製外壁の改修を計画する。
（自然体験交流センター）消防設備等の定期点検時に発見された機器不
良箇所の交換修繕を実施する。
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基本目標：③「地域とともに高める学びと協働活動」

最終評価

自己評価 委員会評価

1 A A

令和６年度実施事業　鹿沼市教育委員会点検評価シート

基本施策 １０．学びを活かす社会参画の推進 A

＜点検・評価＞　評価委員の主な意見
・No.1 20祭実行委員会においてOBOGが現役世代と一緒に活動をするという取組は非常に良
い。また、高校の課題解決授業にも協力するなど、良い取組が行われている。
・No.2 数多くの講座を実施しており、事業の実績としては良い。今後、公民館などで個別に講座
などを開催している方たちへ、まちかど先生への登録の声掛けをしても良いのではないか。　　

施策評価

青少年の主体的な社会参画の促進

〔　事業概要　〕

・「鹿沼市20祭」事業を実行委員会へ委託し、自主的な企画・運営を支援
する。また、実行委員会での一連の経験が、今後の社会活動への展開に
つながるよう支援する。
・青少年の自立支援として、ボランティア・リーダー育成事業を開催し、体
験活動や、異年齢交流活動を通して、人材の育成を図る。
・青少年ボランティア団体の活動を支援し、青少年が学び、地域の行事へ
参加する機会を提供する。また、青少年自身が、自主的な活動を継続でき
るよう支援する。
・青少年の主体的なまちづくりへの参画推進として、市政情報の提供やア
ドバイスを高校の課題解決型授業において行い、地域の未来を拓いてい
くことができる人材の育成を支援する。
【予算額】831千円

〔　目　標　〕
青少年の地域事業への参加コーディネート数を令和8年度に20件／年に
する。

〔　実施状況　〕

・鹿沼市20祭について、若い世代が創意工夫をしながら主体的に取り組
めるよう支援することで参加者視点に立った内容となり、参加者アンケート
では92％の満足度を得ることができた。また、実行委員会のOBOGが現役
世代に協力することで、若い世代がつながる契機となっている。
・青少年ボランティア・リーダー教室を7回（6月～9月）に渡り実施。受講者
及びｋａｖｙの29人が児童対象のキャンプ（2泊3日）にボランティアスタッフと
して参加。実践的に学ぶプログラムを通して人材育成を図った。
・かぬまボランティアユース（kavy）については、イベント等の活動機会を積
極的に提供。ボランティア・リーダー教室との連携を強めながら人材育成
に取り組んだ。
・鹿沼高校が実施する課題解決型授業に協力。市職員をアドバイザーとし
て派遣するなど授業の支援を行った。
・青少年の地域事業へ参加コーディネート数については16件／年であっ
た。
【決算額】827千円
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自己評価 委員会評価

2 B A

Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。
Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

〔　課題及び今後
の進め方　〕

ボランティア・リーダー教室は、公募で募った参加者とkavyが連携してお
り、公募の参加者が、教室終了後にkavyに加入し、ボランティア活動を通
して社会参画ができているため、継続していく。青少年の地域事業への参
加コーディネート数については、年度によって地域事業数が異なるため変
動的であるが、地域事業についての情報を積極的に、関係団体に周知
し、社会参画を促進していく。

施策評価

地域人材ネットワークの活用促進

〔　事業概要　〕

・講師情報登録・情報提供制度について、かぬま生涯学習大学との連携
がなされた分野整理をする。
・かぬままちづくり出前講座・まちかど先生出前講座を開催し、地域住民
の生涯学習講師としての活躍と、行政や地域住民から学ぶことが出来る
生涯学習活動を支援する。
・公民館と連携して公民館講座を充実させるため、時代のニーズや地域
の状況にあった生涯学習の推進を図る。
・地域でのサークル活動等を推進し、公民館の「集い」・「学び」・「つなが
る」機能を発揮することにより、地域連帯感と社会参画の機運を醸成す
る。
【予算】2,603千円

〔　目　標　〕

・かぬままちづくり出前講座・まちかど先生出前講座の開催数を、令和8年
度までに80回／年とする。
・地域でのサークル活動等への参加率を、令和7年度までに15.0パーセン
トにする。

〔　実施状況　〕

・講師情報登録は85人、まちかど先生は14人の登録があった。
・かぬままちづくり出前講座は86講座実施し、延べ2,226人の利用があっ
た。まちかど先生出前講座は9講座実施し、延べ153人の利用があった。
・市内の14公民館において図書の貸し出し、公民館講座、たよりの発行な
どを行った。

【決算】2,230千円（公民館事業）

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・まちかど先生の登録人数が少なく、学習者が地元講師として地域で活躍
できるよう、支援していく必要がある。
・出前講座・まちかど先生の講座の様子を撮影し、市HP・SNS等で画像・
動画とともに紹介することで活用促進を図る。
・充実した公民館講座が開催できるよう、講座、講師派遣情報などの提
供、研修会を実施する。
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基本目標：③「地域とともに高める学びと協働活動」

最終評価

自己評価 委員会評価

1 A A

令和６年度実施事業　鹿沼市教育委員会点検評価シート

基本施策 １１．主体的な文化活動と特色ある文化の形成 A

＜点検・評価＞　評価委員の主な意見
・No.1 定めている目標値には達成していないが、施策に対しては文化芸術の継承のため良く取
組まれている。今後のルネッサンス構想の内容に期待したい。
・No.2 No.1と同様、目標値には達していないが、施設の利用促進のための情報発信など良く取
組まれている。施設の老朽化など課題はあると思うが、文化の殿堂として相応しいものにしてい
ただきたい。

施策評価

文化芸術活動の次世代への継承

〔　事業概要　〕

・SNS、CATVなどのメディアを活用した文化情報の発信。
・市民文化祭のリニューアル、市民文化芸術の日「meet with KANUMA」事
業の開催。
・文化芸術団体と協働により子ども達への文化芸術体験機会を創出し、次
世代への継承に努める。
【予算額】委託料：4,570千円（市民文化祭開催、市民美術展開催、市民書
初め展開催、meet with KANUMA開催）、補助金：996千円（文化協会補
助、移動音楽教室）

〔　目　標　〕

市民文化祭参加者数を令和8年までに8,650人にする。
〔基準値に人口減少率（99.25％）を乗じ、毎年１％増〕
【基準値】令和元年度　8,545人
【目標値】（R4）8,566人、（R5）8,587人、（R6）8,608人、（R7）8,629人、（R8）
8,650人

〔　実施状況　〕

・R6市民文化祭参加者数 5,313人
・その他、鹿沼市および文化課HP、SNS、デジタルサイネージのほか、
ケーブルテレビCMを使った文化祭等事業PR実施（発信150件、閲覧数500
件）
【決算額】委託料：4,570千円（市民文化祭開催、市民美術展開催、市民書
初め展開催、meet with KANUMA開催）、補助金：996千円（文化協会補
助、移動音楽教室）
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自己評価 委員会評価

2 B A

Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。
Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・市民文化祭参加者の高齢化、内容固定化に加えてコロナ禍以降、参加
者数が減少傾向にある。新規部門の開設や若年層向けの企画充実を図
り、参加者数の増加に努める。
・市民美術展、meet with KANUMA、移動音楽鑑賞教室などの活動支援を
通じて文化芸術による地域の活性化を図る。
・市域に所在する文化芸術を網羅しつつ継承発展を目指す「鹿沼ルネッサ
ンス構想」を策定する。

施策評価

文化の杜（市民文化センター）の活用促進

〔　事業概要　〕

・利用者の増加と施設の長寿命化を図るため、文化センター（築40年）の
計画的な修繕の実施により、利用者の安全を確保し、機能性の高い施設
を維持する。
・自主事業・科学館事業開催により、市民へ文化芸術に触れる機会を提供
する。
・SNS等の活用により情報発信を強化し、施設の利用促進につなげる。
・（公財）かぬま文化・スポーツ振興財団へ指定管理者を委託。（R4～R8）
・大小ホール特定天井等の計画的な改修実施。
【予算額】市民文化センター指定管理料 199,069千円、市民文化センター
施設整備事業費 16,302千円（劣化診断、蓄電池点検更新）

〔　目　標　〕

市民文化センター年間利用者数を令和8年までに133,076人にする。
〔基準値に人口減少率（99.25％）を乗じ、毎年１％増〕
【基準値】131,474人（H29～30の平均）
【目標値】（R4）131,793人、（R5）132,113人、（R6）132,433人、（R7）132,754
人、（R8）133,076人

〔　実施状況　〕

・R6文化センター年間利用者数 95,051人
・鹿沼市広報、記者会見、HP、SNSのほか、ケーブルテレビCMを使った文
化センター事業PR実施（発信150件、閲覧数500件）
・【決算額】市民文化センター指定管理料 196,208千円、市民文化センター
施設整備事業費16,280千円（劣化診断、蓄電池点検更新）

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・令和6年度実施の施設劣化診断結果に基づき、施設の活用方針を協議
し、保存修理計画を作成する。
・特定天井である大・小ホールおよび2階ロビー天井の計画的な改修を実
施する。
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基本目標：③「地域とともに高める学びと協働活動」

最終評価

自己評価 委員会評価

1 Ａ A

令和６年度実施事業　鹿沼市教育委員会点検評価シート

基本施策 １２．地域資源の継承と郷土学習の推進 A

＜点検・評価＞　評価委員の主な意見
・No.1 文化財の保護という地道な取組ではあるが、調査件数も目標値を大きく上回り、他の取
組も計画性をもって実施されている。　　
・No.2 資料の調査など良く実施されている。今後も事業概要で示すとおり、地域の将来の振興
の基礎となる財産として、デジタル化した資料を活用し広く展開をしていただきたい。
・No.3 全国中学校社会科研究大会が契機となり、学校に対する出前講座の実績も伸びている
など、郷土愛を育む学習の推進として、普及拡大の成果が見られる。
・No.4 後継者問題に伴う課題はあるが、継承のための取組は良くなされている。今後は市民に
対し活動のPRをしていただくなど、伝統文化に触れる機会を更に増やしていただきたい。

施策評価

文化財指定の推進と保護

〔　事業概要　〕

・自然 、歴史、文化遺産を市民共有の財産として文化財に指定するととも
に、その保護・保存のため、地域と協働で様々な支援を実施する。　　　　　　　　　　　　　
・埋蔵文化財の適正な調査・保存・保護を継続的に推進し、成果の公開・
活用のための事業を展開する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・鹿沼市の文化財保護・活用の将来的なビジョンを明示する「鹿沼市文化
財保存活用地域計画」の策定作業を推進する。

【予算額】20,769千円

〔　目　標　〕 法令に基づいた文化財調査及び保護支援を年間51件実施する。

〔　実施状況　〕

・文化財指定に向けた調査や医王寺金堂修理事業及び磯山神社本殿修
理事業の他、植竹川東遺跡発掘調査など、85件の文化財調査、保存・保
護のための支援を実施した。
・「鹿沼市文化財保存活用地域計画」の策定に向け、検討会議やワーク
ショップを開催し、市民との協働による検討作業を進めた。

【決算額】16,018千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

貴重な文化財を後世に伝えるためには事業の継続性が重要である。文化
財の状況把握に努め、緊急性を考慮したうえで、優先順位をつけて継続し
て取り組んでいく。
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自己評価 委員会評価

2 A A

自己評価 委員会評価

3 Ａ A

施策評価

地域資源の調査と保存

〔　事業概要　〕

・地域に残る様々な資料を地域資源として捉え、調査・収集・整理活動を
推進する。
・蓄積された資料は地域の将来の振興の基礎となる財産として確実な保
存を図るとともに、それらをデジタル化し、公開・活用につなげていく。

【予算額】2,936千円

〔　目　標　〕 10件の家・団体の資料調査・収集

〔　実施状況　〕

・27件の家・団体の資料調査・収集、歴史的公文書の選別・収集を行っ
た。
・保存を要する資料70点のデジタル撮影を行った。
・自然史資料の整理・分類作業を推進した。

【決算額】2,588千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

平成31年の改正文化財保護法施行により本事業が対象とする地域資源
の保存・活用のさらなる推進が求められているが、過疎化・高齢化・災害
の頻発に伴う資料の散逸・滅失が課題となっている。調査要望や寄託寄
贈の相談も増加しているため、長期的な視野から継続的に事業を推進し
ていく。

施策評価

郷土愛を育む学習の推進

〔　事業概要　〕

・市民と協働して各地域の地域資源の調査や、その成果の活用を行い、
身近な地域への愛着を醸成する。
・地域資源の調査成果を学校教育や生涯学習で活用し、ふるさとに対す
る豊かな理解と愛着を育成する。

〔　目　標　〕 支援校・団体数　6校・団体

〔　実施状況　〕
・延べ31校・14団体で出前講座を行った。
・延べ4校に資料貸出しを実施した。

〔　課題及び今後
の進め方　〕

学校向け出前講座は定着してきたが未支援校も残っているため、更なるＰ
Ｒを行う。また、市民向け出前講座についても引き続き事業の普及拡大を
図る。
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自己評価 委員会評価

4 B A

Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。
Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

施策評価

伝統行事の継承 【重点取組】

〔　事業概要　〕

・多様な伝統行事の担い手を育成するため、保存団体と連携した継承の
仕組みづくりを行う。
・伝統行事の現状把握や記録保存、研究を進め、その成果の公開・活用
に努める。

【予算額】1,321千円

〔　目　標　〕 民俗行事に関する普及・啓発活動を年間1回実施する。

〔　実施状況　〕

・出前講座や、SNSによる情報発信により民俗行事に関わる普及啓発に
努めた。
・「鹿沼今宮神社祭の屋台行事」については、執行団体と連携し同行事の
円滑な実施支援を行った。また補助金を活用し上野町屋台の修理・記録
誌作成を実施すると共に、文化庁を招いた保存修理委員会を開催した。
・伝統行事の調査を実施し活動状況等の現状把握に努めた。

【決算額】1,306千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

伝統行事の実施においては、自治会の戸数・人口減少等による担い手不
足や資金確保が課題となっており現在休止しているものもある。
今後とも行事の実施状況や課題の把握に努め、関係団体と連携して方向
性を探りながらその保護・継承に取り組んでいく。
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基本目標：③「地域とともに高める学びと協働活動」

最終評価

自己評価 委員会評価

1 A A

令和６年度実施事業　鹿沼市教育委員会点検評価シート

基本施策 １３．博物館等活動の推進 A

＜点検・評価＞　評価委員の主な意見
・No.1 イベント参加の実績のほか、市民学芸員の新規認定も良好である。今後は、市民協働と
して、市内の高校生などにも携わってもらい、将来の学芸員につなげられる取組があっても良
い。
・No.2 目標値との乖離はあるが、様々な企画展やコンクールなどの取組により来館者数は着実
に伸びている。今後も市内外に対して情報発信に努めていただきたい。　　

施策評価

まるごと博物館事業の推進

〔　事業概要　〕

・まるごと博物館各施設（文化活動交流館郷土資料展示室・粟野歴史民
俗資料館・木のふるさと伝統工芸館・仲町屋台展示収蔵庫）の適切な管理
運営と、常設展示・各種講座の充実を図る。
・市の魅力や特質を明らかにして周知するための企画展示や講演会等の
イベントを開催する。
・市民学芸員を養成し、市民協働の博物館活動を推進する。
・地域資源の再評価とネットワークの再構築を行うことで、地域資源を活
かしたまちづくりを推進します。

【予算額】10,204千円

〔　目　標　〕
まるごと博物館事業参加者数（施設来館者数を除くソフト事業の参加者
数）　2,720人（令和8年度目標2,954人）

〔　実施状況　〕

・調査成果の活用事業として、第29回「自然はともだち展」、第10回企画展
「リクリエイト」を実施した。事業参加者は3,608人であった。
・市民学芸員については10名を新規認定すると共に「市民学芸員古文書
調査会」「鹿沼の古文書を読む会」、さらに本年度スタートした「考古資料
調査会」において市民協働による調査活動を実施した。

【決算額】10,190千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

企画展については一定以上の参加者数を見込めている。今後とも改正文
化財保護法が掲げる「地域総がかり」による保存活用を見据え、市民の地
域資源への興味関心を引くための事業を展開していく。
市民学芸員については、養成と各種活動の拡充を図り、市民協働による
博物館活動を充実させるとともに、活動成果の地域への還元策など、今
後の方向性も検討していく。
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自己評価 委員会評価

2 B A

Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。
Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

施策評価

魅力ある川上澄生美術館の運営

〔　事業概要　〕

・企画展を通した川上澄生や木版画の魅力発信
・木版画大賞等の公募展、教育普及事業を通した木版画文化の振興
・美術作品を適切に保存・展示するための施設の維持・管理

【予算額】23,022千円

〔　目　標　〕
川上澄生美術館の入館者数（館外開催事業を含めた総利用者数）17,831
名
（令和8年度までに18,189名）

〔　実施状況　〕

特別企画展「文明開化のニッポン 浮世絵師が描いた明治」を中心に、3回
の企画展を実施した。そのほか6回の小企画展を実施し、美術館内入場
者は8,520名であった。
隔年で実施している「木版画大賞展」や、市内子供対象コンクールの「ジュ
ニア版画大賞」など、館外展や教育普及事業を実施し、館外利用者は
7,182名であった。これらを合計した入館者数（総利用者数）は15,702名で
あり、令和5年度比2,237名の増となった。

【決算額】21,407千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

目標値までに約2,500名の増が必要である。さらなる企画展の内容の充実
や、SNSの活用を含めた情報発信の強化を行う。
特別企画展を中心に、毎年行っている企画展を魅力あるものにし、来館者
のニーズをつかんだ事業展開を行う必要がある。
また、施設の維持管理に向け、長期的な計画を立て、着実に遂行する。
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基本目標：③「地域とともに高める学びと協働活動」

最終評価

自己評価 委員会評価

1 B A

令和６年度実施事業　鹿沼市教育委員会点検評価シート

基本施策 １４．市民の読書環境の充実 A

＜点検・評価＞　評価委員の主な意見
・No.1 新規事業の展開や各種団体との連携など良くなされている。ブックスタート事業などによ
る読み聞かせを幼少期の頃から充実させていただき、子どもたちにとって本を身近なものとして
いただきたい。
・No.2 民間企業等への働きかけなど努力されている。今後も学校やボランティア団体との連携
を図っていただき、継続的な取組をお願いしたい。　　
・No.3 図書館システムの更新などにより充実が図られている。また、除籍本の再活用としての
取組があるのは素晴らしい。
・No.4 図書館は本を借りるためだけでなく、調べ物などの学習の場であったり、憩いの場として
利用している方もいる。施設の老朽化は避けられないが、今後も安全に配慮した管理を行って
いただきたい。

施策評価

子どもの読書活動の充実 【重点取組】

〔　事業概要　〕

・家庭、学校等、地域における読書活動を推進する。
・小・中学生を対象に「読書通帳」を配布する（通帳1冊に読んだ本50冊分
の記録が可能）。
・学校図書館支援員や図書館ボランティアとの関係性を深め、児童・生徒
の読書習慣の向上を図る。
・中高生向け「YA（ヤングアダルト）図書」蔵書数を充実させる。
【予算額】
（読書普及費）　　　 3,333千円
（図書館資料充実費）23,071千円

〔　目　標　〕
・1年間の読書通帳への記録50冊達成者数を令和8年度までに122人にす
る。
・「YA図書」蔵書数を令和8年度までに11,000冊にする。

- 50 -



自己評価 委員会評価

2 B A

〔　実施状況　〕

・学校へ図書館の図書を選書して貸出し、朝読や授業での読書活動を支
援した。　　　学校図書館支援員への貸出冊数　　5,995冊

・ボランティア団体の協力により、おはなし会等を継続して定期的に開催し
た。
・乳幼児期からの読書支援の一環として、4月より全館で「赤ちゃんタイム」
を午前10時30分～12時30分、午後2時～4時に拡充して実施した。

・読書通帳　50冊達成者　　78名／年　達成率63.9%

・新規事業の実施　　わんこと読書、ぬいぐるみのおとまり会

・YA図書蔵書数　3館合計  11,561冊 　　達成率105.1%

【決算額】（読書普及費）3,333千円のうち、327千円
【決算額】（図書館資料充実費）22,861千円のうち890千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・学校教育課、学校図書館支援員や図書館ボランティアとの連携を一層
図り、子どもたちの読書活動を推進していく。

施策評価

読書普及事業の推進

〔　事業概要　〕

・ＬＬブックなどの導入により、読書のバリアフリー化を推進する。
・図書館に足を運ぶきっかけとなるよう、年齢層に応じた事業を計画的に
実施する。
・民間企業等からの支援や協力を得ながら、読書活動の普及・促進を図
る。
【予算額】（読書普及費）3,333千円

〔　目　標　〕
・雑誌スポンサー協賛加盟店を令和8年までに14社にする。
・小さな図書館の協力事業所を令和8年までに22事業所にする。
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自己評価 委員会評価

3 A A

〔　実施状況　〕

・ＬＬブックや大活字本などのバリアフリー図書や点字図書の所蔵数
　　令和6年度　　105点増　3％増
　　蔵書数合計　　　　6,035点

・年齢層に応じた事業（図書館関連ボランティア団体と連携して実施）
　　子ども・親子向け・・・おはなし会、読み聞かせ会、点字体験講座など
　　一般向け・・・文学講座、寄席　など
【決算額】（読書普及費）3,244千円のうち、2,716千円

・雑誌付録抽選会・・・1枚の利用者カードで1回10点借りるごとに抽選券を
渡し、館内に設置した抽選会場で抽選を行った。　 配布抽選券 170枚

・子どもたちの作品展示
　* 市内小学生の読書感想画展
　* マイチャレンジ、インターンシップで作成したポップを展示

・コミュニティセンター等への配本（貸出文庫）　　27か所　13,290冊

・雑誌スポンサー協賛加盟店数（個人スポンサーを含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　　  12社（前年比　1件増）　達成率85.7％
・小さな図書館協力事業所  15事業所（前年比　2件増、2件減）達成率68.2％

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・小さな図書館事業について、再度検討を行う必要がある。
・身近な場所で図書を利用できる環境を提供するため、今後も各コミュニ
ティセンター等への定期的な図書の配本を継続する。

施策評価

図書館資料と業務システムの充実

〔　事業概要　〕

・多様な資料を収集し、所蔵資料の充実化を図る。
・リサイクル市や福祉施設への譲渡等、図書館での役割を終えた資料を
有効に活用する。
・ホームページを充実させ、適時的確な情報発信に努める。
【予算額】
（図書館資料充実費）
　　　　　　　　　　　　23,071千円
［図書館管理費（経常）］　
　　　　　　　　　　　　98,629千円
［図書館管理費（臨時）］
　　　　　　　　　　　　  9,462千円

〔　目　標　〕
・市民の調査研究、リクエストなどに対応できるよう、資料の充実に努め
る。
・図書館システムやホームページの円滑な運用を行う。
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自己評価 委員会評価

4 B A

〔　実施状況　〕

・資料総数　　461,247点（前年比99.1％）
【決算額】（図書館資料充実費）22,861千円　

・除籍本の再活用
　＊リサイクル市を実施　　　　有償頒布数　  2,474点（収入177,050円）
　＊小学校等、福祉施設への無償譲渡数　　1,170点

・図書館システム更新（ホームページ含む）
【決算額】
［図書館管理費（経常）］
　　　　　　　　　　　　98,629千円のうち8,668千円
［図書館管理費（臨時）］
　　　　　　　　　　　　  9,462千円のうち6,053千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・適正な蔵書数と保管について検討し、市民の読書活動等の環境を整備
する。
・オンラインデータベース等最新情報を提供・活用できる体制の確保と、レ
ファレンス業務の充実を図る。
・更新した図書館システムを活用し、効率的な運営やホームページの充実
を図る。さらなる利用者の利便性向上のため、次回の更新（R11）に向け
て、他の自治体が導入しているシステム等の調査研究を行っていく。

施策評価

快適で親しまれる図書館の整備・充実

〔　事業概要　〕

・施設の計画的な整備・更新を行い、快適で利用しやすい施設を目指す。
【予算額】
［図書館管理費（経常）］　
　　　　　　　　　　　　98,629千円
［図書館管理費（臨時）］
　　　　　　　　　　　　  9,462千円

〔　目　標　〕
・本館の空調機器更新、特定天井解消、照明ＬＥＤ化を行う。
・粟野館の空調機器更新、昇降機の改修の予算化。
・東分館の空調機器更新、外壁塗装、屋根改修の予算化。
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Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。
Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

〔　実施状況　〕

・本館空調設備及び特定天井等の改修を行った。（R5）
　2024.3.21-2034.3.20（10年間賃貸借）　23,054千円/年
・3館のLED化を行った。（環境課LED化事業）

（修繕）
　・本館の、漏水、ブラインド、雨漏り、トイレ等の修繕を行った。
　・粟野館の、誘導灯、小荷物昇降機の修繕を行った。
　・東分館の、電話設備、多目的室空調の修繕を行った。

【決算額】
［図書館管理費（経常）］
　　98,629千円のうち26,085千円（修繕料3,031千円、賃借料23,054千円）
［図書館管理費（臨時）］
　　  9,462千円のうち3,010千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・図書館3館の施設が老朽化し、バリアフリー化が進んでいない。本館（RC
造、平成元年築）、粟野館（RC造、平成2年築、借地）、東分館（S造、平成
16年築）で、経年劣化等による不具合が出ている。
・老朽化が進む中で、来館者に少しでも居心地が良いと感じてもらえるよう
に必要不可欠な空調や給排水設備の修繕を優先的に行う。
・施設の維持管理に必要な修繕を行い、施設を延命しながら、今後の図書
館（施設）のあり方（大規模改修や建替え等）の検討を行っていく。
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基本目標４　スポーツでつくる健康都市の推進

点検評価シート



基本目標：④「スポーツでつくる健康都市の推進」

最終評価

自己評価 委員会評価

1 B A

令和６年度実施事業　鹿沼市教育委員会点検評価シート

基本施策 １５．スポーツ参画人口の拡大と施設の総合管理 A

＜点検・評価＞　評価委員の主な意見
・No.1 目標は未達ではあるが、スポーツ参画としての対象を、子どもを含めた子育て世代や障
がい者など幅広く捉え、他部局や外部との連携を積極的に行うなど、参画人口の拡大のための
取組努力がうかがえる。
・No.3 市民が選手として参加することだけを目標とせず、大会の開催にあたり、スタッフやボラ
ンティアなどの関係者としての参加も十分なスポーツ交流である。
・No.4 施設の老朽化に伴い統廃合を含め改修や修繕の課題がある。目標に向け、限られた予
算を有効的に執行できるよう計画的な整備をお願いしたい。　

施策評価

市民のスポーツ参画人口の拡大 【重点取組】

〔　事業概要　〕

・幼児期から高齢者までライフステージに応じたスポーツ活動の推進。
・スポーツに関する人材・組織の育成。
・障がい者スポーツの促進。

【予算額】 生涯スポーツ振興事業費　24,180千円
(「3 スポーツ交流の促進」と同予算)

〔　目　標　〕
・市民の週1日以上のスポーツ実施率(世論調査)
　36％（令和3年度）　→　44％（令和8年度）

〔　実施状況　〕

・国庫補助事業の「幼児期からの運動習慣形成プロジェクト」により、運動
遊び研修会を2回、親子運動遊び教室を1回、運動遊び指導者派遣を6園
に延べ20回実施、子供を含めた子育て世代のスポーツ参加を促進した。
補助事業の性質上、研究機関（大学）の決定後に自治体の採択が決定す
るので想定より実施期間が短く、派遣園は10園を想定していたが6園に留
まった。

・障がい福祉課と連携し鹿沼市ふれあいスポーツ大会にボッチャ・モルッ
クのブースを担当、スポーツを通じて障がい者への理解を深めた。今回か
ら障がい者・健常者が同じルールで競える競技（フライングディスク）を新
たに取り入れた。

【決算額】 生涯スポーツ振興事業費　20,115千円
(「3スポーツ交流の促進」と同予算)
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自己評価 委員会評価

3 B A

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・子供の運動習慣が将来にわたって身につくかは、幼児期に体験した運
動量に比例する。子供にとって運動とは遊びであり、子供の周囲の大人
（保護者・保育者など）が遊びを通じて身体活動を促すことが重要である。
・このことから多くの大人に運動遊びの重要性を浸透させることが事業効
果を高めるが、研修会や派遣事業に参加する園の固定化が課題である。

・障がい者と健常者がスポーツを通じて分け隔てなく競い合い相互に理解
しあうことを本市の障がい者スポーツのレガシーとして推進する。地域か
らボッチャの指導依頼がありスポーツ推進委員が指導を行った。これを拡
充し競技人口を増やし互いに競い合える環境を整えることが課題である。

施策評価

スポーツ交流の促進

〔　事業概要　〕

・スポーツイベント・大会の開催を通じた交流人口増加の促進。
・市民のスポーツ意識の醸成。

【予算額】 生涯スポーツ振興事業費　24,180千円
(「1市民のスポーツ参画人口の拡大」と同予算)

〔　目　標　〕
・市民の週1日以上のスポーツ実施率(世論調査)
　36％（令和3年度）　→　44％（令和8年度）

〔　実施状況　〕

・鹿沼さつきマラソン大会を5月に開催し、ランナー6,452名、大会運営や屋
台・お囃子のスタッフ等約1,100人が参加した。このほか平野早矢香杯卓
球大会や鹿沼市駅伝競走大会などを実施し、スポーツを通じた交流人口
の拡大を進めた。

【決算額】 生涯スポーツ振興事業費　20,115千円
(「1市民のスポーツ参画人口の拡大」と同予算)

〔　課題及び今後
の進め方　〕

・各種スポーツイベント・大会について、予算や人員が限られる中でも継続
して実施できるよう持続可能な運営を考える必要がある。
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自己評価 委員会評価

4 B B

Ａ ： 施策展開により多大な成果があった。　　Ｂ ： 施策展開により一応の成果があった。
Ｃ ： 施策展開の成果があまりなかった。　　　 Ｄ ： 施策展開を行わなかった。

施策評価

スポーツ環境の整備と利活用の促進

〔　事業概要　〕

・大規模な改修や修繕、各施設の統廃合については、市民ニーズを踏ま
えながら計画的に進める。
【予算額】体育施設整備事業費：111,937千円（繰越含む）

・学校体育施設の開放による生涯スポーツ活動の充実を図る。
【予算額】 学校開放事業費：3,937千円

〔　目　標　〕

・運動施設の利用者数減少幅の抑制
　92％（令和3年度）　→　84.5％（令和8年度）
・陸上競技場の稼働率の上昇
　100％（R4年度）　→　106％（R8年度）
・施設の廃止・統合を進める施設
　1施設／年

〔　実施状況　〕

・粟野総合運動公園野球場防球ネット設置工事を実施した。
・鹿沼市体育館建具外改修工事を実施した。
・鹿沼総合体育館自動火災報知設備改修工事を実施した。
・鹿沼総合体育館卓球台10台購入した。

・平成26年を基準に設定したR5目標値：89％に対し、老朽化施設の改修
工事及び修繕工事のために施設を一部休止したため、運動施設の利用
者数は対H26年度比63％であった。
　【決算額】体育施設整備事業費　111,343千円(繰越含む)

・学校施設開放事業として、小学校22校、中学校9校、高校1校を開放し
た。
　年間3,650件（体育館3,402件、校庭248件）の利用
　【決算額】学校開放事業費　3,880千円

〔　課題及び今後
の進め方　〕

スポーツ施設全体が老朽化していることから、優先順位をつけて計画的に
整備をするとともに、施設の整備方針（長寿命化や統廃合など）を定め、
選択と集中による施設整備が必要である。
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Ⅳ　資　　料 

鹿沼市教育委員会評価委員会設置要綱　



- 60 - 

　　　鹿沼市教育委員会評価委員会設置要綱 

　 

（設置） 

第１条　鹿沼市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の権限に属する事務の管

理及び執行状況について点検及び評価を行うため、鹿沼市教育委員会評価委員会

（以下「委員会」という。）を設置する。 

　（所掌事務） 

第２条　委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 

　(1) 教育委員会が実施する事務・事業の点検及び評価を行うこと。 

　(2) その他委員会が必要と認める事項 

　（組織） 

第３条　委員会は、委員３人以内で組織し、教育に関し識見を有する者のうちから

教育委員会が委嘱する。 

　（任期） 

第４条　委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

２　委員に欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

　（委員長及び副委員長） 

第５条　委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により選出する。 

２　委員長は、委員会を代表し会務を総理する。 

３　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条　委員長は、必要に応じて委員会を招集し、その議長となる。 

２　委員会は、委員の過半数の者が出席しなければ会議を開くことができない。 

３　委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数の場合は委員長の決する

ところよる。　 

４　委員会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め意見

を聴くことができる。 

　（庶務） 

第７条　委員会の庶務は、教育委員会事務局教育総務課において行う。 

　（委任） 

第８条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、教育長

が別に定める。 

　　　附　則 

　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 
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